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新旧対照表「国民健康保険の業務実施要領（指導業務マニュアル）の改訂について（通知）」

改 訂 後 改 訂 前

保国発０１２３第３号

平成３１年１月２３日

地方厚生（支）局長 殿

厚生労働省保険局国民健康保険課長

国民健康保険の業務実施要領の改訂について（通知）

地方厚生（支）局における国民健康保険の指導業務は、「移管業務の実施につい

て」（平成 14 年４月 19 日厚生労働省発地 0419002 号厚生労働省大臣官房長・保発

第 0419003 号厚生労働省保険局長通知）別添２「国民健康保険の指導業務マニュア

ル」（平成 24 年２月 17 日改訂）により実施されているところであるが、今般、「

国民健康保険の市町村保険者及び国民健康保険組合並びに国民健康保険団体連合

会の指導監督について（基本通知）」（平成 31 年 1 月 23 日保発 0123 第２号）及

び「国民健康保険の市町村保険者及び国民健康保険組合並びに国民健康保険団体連

合会に対する指導監督の実施について」（平成 31 年 1 月 23 日保国発 0123 第２号

）を改訂したことに伴い、別添のとおり「国民健康保険の指導業務マニュアル」を

改訂したので、今後は、この通知に基づき国民健康保険事業及び国民健康保険財政

の運営が適正に実施されるよう、関係機関の指導に当たられたい。

なお、この通知に基づく指導監督は、原則平成 31 年４月１日より適用する。

保国発０２１７第２号

平成２４年２月１７日

各厚生（支）局長 殿

厚生労働省保険局国民健康保険課長

国民健康保険の業務実施要領の改訂について（通知）

地方厚生（支）局における国民健康保険の指導業務は、「移管業務の実施につい

て」（平成 14 年４月 19 日厚生労働省発地 0419002 号厚生労働省大臣官房長・保発

第 0419003 号厚生労働省保険局長通知）別添２「国民健康保険の指導業務マニュア

ル」（平成 21 年４月 10 日改訂）により実施されているところであるが、今般、「

国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の指導監督について（基本通知

）」（平成 24 年２月 17 日保発 0217 第１号）及び「国民健康保険の保険者及び国

民健康保険団体連合会に対する指導監督の実施について」（平成 24 年２月 17 日保

国発 0217 第１号）を改訂したことに伴い、別添のとおり「国民健康保険の指導業

務マニュアル」を改訂したので、今後は、この通知に基づき国民健康保険事業及び

国民健康保険財政の運営が適正に実施されるよう、関係機関の指導に当たられたい

。

なお、この通知に基づく指導監督は、原則平成 24 年４月１日より適用する。
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別添

国民健康保険の指導業務マニュアル

厚生労働省保険局

国民健康保険課

別添

国民健康保険の指導業務マニュアル

厚生労働省保険局

国民健康保険課
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国民健康保険の指導業務マニュアル総括表

１．業務名

組織規則上の根拠条文

国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の行う業務（介護保険

事業関係業務・障害者自立支援事業関係業務及び児童福祉事業関係業務を

除く。）についての指導に関すること

第710条の３第６号、第745条の２第５号、第705条の２第２項

２．マニュアル作成部局課名

（内線）

保険局国民健康保険課指導調査係

（内線３１３９）

３．地方厚生局所管課係等名 管理課

４．業務内容 根拠法令等条文

① 国民保険業務に係る都道府県及び市町村に

対する報告の徴収、技術的助言等

国民健康保険法第４条、第106条、第118条

地方自治法第245条の４，第245条の５，第245条の７

② 国民健康保険組合及び国民健康保険団体連

合会に対する指導監督

国民健康保険法第106条、第108条、第118条

５．業務の処理要領等 ① 国民健康保険における助言・指導監督（別紙 フローチャート）

② 国民健康保険の指導業務マニュアル

６．業務処理上に必要な

通知等

・平成31年1月23保発0123第２号保険局長通知

「国民健康保険の市町村保険者及び国民健康保険組合並びに国民健康保険団体

連合会の指導監督について（基本通知）」

・平成31年1月23保国発0123第２号国民健康保険課長通知

「国民健康保険の市町村保険者及び国民健康保険組合並びに国民健康保険団体

連合会に対する指導監督の実施について」

・国民健康保険課長補佐 事務連絡

「国民健康保険の事務打合せ（指導監督）の留意事項について」（毎年度）

７．その他

国民健康保険の指導業務マニュアル総括表

１．業務名

組織規則上の根拠条文

国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の行う業務（介護保険

事業関係業務・障害者自立支援事業関係業務及び児童福祉事業関係業務を

除く。）についての指導に関すること

第710条の３第７号、第745条の２第号、第705条の２

２．マニュアル作成部局課名

（内線）

保険局国民健康保険課指導調査係（内線３２６４）

３．地方厚生局所管課係等名 管理課

４．業務内容 根拠法令等条文

① 国民保険業務に係る都道府県及び市町村に

対する報告の徴収、技術的助言等

国民健康保険法第４条、第１０６条、第１１８条

地方自治法第245条の４，第245条の５，第245条の７

② 国民健康保険組合及び国民健康保険団体連

合会に対する指導監督

国民健康保険法第106条、第108条、第118条

５．業務の処理要領等 ① 国民健康保険における助言・指導監督（別添 フローチャート）

③ 国民健康保険の指導業務マニュアル

６．業務処理上に必要な

通知等

・平成24年２月17日保発0217第１号保険局長通知

「国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の指導監督について（基

本通知）」

・平成24年２月17日保国発0217第１号国民健康保険課長通知

「国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会に対する指導監督につい

て」

・国民健康保険課長補佐 事務連絡

「国民健康保険の事務打合せ（指導監督）の留意事項について」（毎年度）

７．その他
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指導監督（助言）

・ 国４条１項

・ 国１０６条

・ 地２４５条の４

・ 地２４５条の５

指導監督（助言）

・ 国４条１項

・ 国１０６条

・ 地２４５条の４

・ 地２４５条の５

指導監督（助言）

・ 国４条５項

助言等 ・ 国１０６条

・ 国４条１項 ・ 地２４５条の４

・ 地２４５条の４ ・ 地２４５条の５

・ 地２４５条の５ ・ 地２４５条の６

助言等

分掌 ・ 国４条１項

厚設１８条 ・ 地２４５条の４

・ 地２４５条の５

指導監督

委任 ・ 国４条５項

国１18条 ・ 国１０６条

・ 国１０８条

助言等

・ 国４条１項

・ 地２４５条の４

・ 地２４５条の７

・ 地２４５条の８

助言等 指導監督

・ 国４条１項 ・ 国４条５項

・ 地２４５条の４ ・ 国１０６条

・ 地２４５条の７ ・ 国１０８条

・ 地２４５条の８

指導監督

・ 国４条１項

・ 国１０６条

・ 国１０８条

指導監督

・ 国４条１項

・ 国１０６条

・ 国１０８条

（注意） 「指導監督（助言）」は、国保法に基づく指導監督の内容が、地方自治法第245条の4の趣旨を踏まえたものによるという意味である。

（参考） 「国」：国民健康保険法、「地」：地方自治法、「厚設」：厚生労働省設置法

国４条１項 国の義務 地２４５条の４ 技術的な助言及び勧告並びに資料の提出の要求

国４条５項 都道府県の義務 地２４５条の５ 是正の要求

国１０６条 報告の徴収等 地２４５条の６ 是正の勧告

国１０８条 国保組合及び国保連合会に対する監督 地２４５条の７ 是正の指示

国１１８条 権限の委任 地２４５条の８ 代執行等

厚設１８条 地方厚生局の事務分掌

国民健康保険における助言・指導監督
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別紙

指導監督（助言）

・ 国４条１項

・ 国１０６条

・ 地２４５条の４

・ 地２４５条の５

指導監督（助言）

・ 国４条１項

・ 国１０６条

・ 地２４５条の４

・ 地２４５条の５

指導監督（助言）

・ 国４条２項

助言等 ・ 国１０６条

・ 国４条１項 ・ 地２４５条の４

・ 地２４５条の４ ・ 地２４５条の５

・ 地２４５条の５ ・ 地２４５条の６

助言等

分掌 ・ 国４条１項

厚設１８条 ・ 地２４５条の４

・ 地２４５条の５

指導監督

委任 ・ 国４条２項

国１18条 ・ 国１０６条

・ 国１０８条

助言等

・ 国４条１項

・ 地２４５条の４

・ 地２４５条の７

・ 地２４５条の８

助言等 指導監督

・ 国４条１項 ・ 国４条２項

・ 地２４５条の４ ・ 国１０６条

・ 地２４５条の７ ・ 国１０８条

・ 地２４５条の８

指導監督

・ 国４条１項

・ 国１０６条

・ 国１０８条

指導監督

・ 国４条１項

・ 国１０６条

・ 国１０８条

（注意） 「指導監督（助言）」は、国保法に基づく指導監督の内容が、地方自治法第245条の4の趣旨を踏まえたものによるという意味である。

（参考） 「国」：国民健康保険法、「地」：地方自治法、「厚設」：厚生労働省設置法

国４条１項 国の義務 地２４５条の４ 技術的な助言及び勧告並びに資料の提出の要求

国４条２項 都道府県の義務 地２４５条の５ 是正の要求

国１０６条 報告の徴収等 地２４５条の６ 是正の勧告

国１０８条 国保組合及び国保連合会に対する監督 地２４５条の７ 是正の指示

国１１８条 権限の委任 地２４５条の８ 代執行等

厚設１８条 地方厚生局の事務分掌

国民健康保険における助言・指導監督
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１ 基本的事項

地方厚生(支)局における国民健康保険の助言・指導監督について

･･ １

国民健康保険事務打合せ・指導監督の実施通知（例） ････････ ６

国民健康保険事務打合せ・指導監督の結果通知（例） ････････ ９

改善計画・改善状況等報告書 ････････････････････････････ １４

１ 基本的事項

地方厚生局における国民健康保険の助言・指導監督について ･･ １

国民健康保険事務打合せ・指導監督の実施通知（例） ････････ ６

国民健康保険事務打合せ・指導監督の結果通知（例） ････････ ９

改善計画・改善状況等報告書 ････････････････････････････ １４
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地方厚生（支）局における国民健康保険の助言・指導監督について

１ 助言・指導監督の目的

都道府県知事が行う国民健康保険の助言・指導監督については、平成 31 年１

月 23 日保発 0123 第２号により厚生労働省保険局長から、また、その細部につい

て、同日付保国発 0123 第２号により国民健康保険課長から通知しているところ

である。

地方厚生（支）局における助言・指導監督においても、この通知に準じて、国

民健康保険事業の適正かつ安定的運営の確保を図るため、適用の適正化、適正な

賦課、保険料（税）収入の確保、医療費適正化の推進、保健事業の推進、事務処

理の適正化及び連合会事業の推進等の各事項について助言・指導監督を実施する

。

なお、地方厚生（支）局の助言・指導監督における重点事項及び留意事項につ

いては、別途通知する。

２ 助言・指導監督の対象保険者等の選定基準

（１）都道府県との事務打合せ（助言）

広域地方公共団体として、市町村、国民健康保険組合（以下「国保組合」

という。）及び国民健康保険団体連合会（以下「連合会」という。）の事業

状況及び助言・指導監督の実施状況について、また、保険者としての業務内

容について、各都道府県と毎年１回程度、事務打合せを行う。

（２）市町村との事務打合せ（助言）

財政状況、収納状況及び医療費適正化対策実施状況等で、特に助言が必要

と思われる、次の市町村等を選定し、事務打合せを行う。

① 財政状況：赤字が継続し、悪化傾向にある市町村（特に財政規模に対し

て累積赤字額の大きい市町村を優先的に行う。）

② 収納状況：収納率が全国平均若しくは都道府県平均より著しく低調、又

は低下が継続している市町村

③ 医療費適正化：レセプト点検調査、医療費通知、後発医薬品の普及が極

地方厚生（支）局における国民健康保険の助言・指導監督について

１ 助言・指導監督の目的

都道府県知事が行う国民健康保険の助言・指導監督については、平成 24 年２

月 17 日保発 0217 第１号により厚生労働省保険局長から、また、その細部につい

て、同日付保国発 0217 第１号により国民健康保険課長から通知しているところ

である。

地方厚生（支）局における助言・指導監督においても、この通知に準じて、国

民健康保険事業の適正かつ安定的運営の確保を図るため、適用の適正化、適正な

賦課、保険料（税）収入の確保、医療費適正化の推進、保健事業の推進、補助金

事務の適正化及び連合会事業の推進等の各事項について助言・指導監督を実施す

る。

なお、地方厚生（支）局の助言・指導監督における重点事項及び留意事項につ

いては、毎年度末に別途通知する。

２ 助言・指導監督の対象保険者等の選定基準

（１）都道府県との事務打合せ（助言）

市町村、国民健康保険組合（以下「国保組合」という。）及び国民健康保

険団体連合会（以下「連合会」という。）の事業状況及び助言・指導監督の

実施状況について、各都道府県と毎年１回程度、事務打合せを行う。

（２）市町村との事務打合せ（助言）

財政状況、収納状況及び医療費適正化対策実施状況等で、特に助言が必要

と思われる、次の市町村等を選定し、事務打合せを行う。

① 財政状況：赤字が継続し、悪化傾向にある市町村（特に財政規模に対し

て累積赤字額の大きい市町村を優先的に行う。）

② 収納状況：収納率が全国平均若しくは都道府県平均より著しく低調、又

は低下が継続している市町村

③ 医療費適正化：レセプト点検調査、医療費通知、後発医薬品の普及が極
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めて低調な市町村

④ 保健事業：特定健診受診率・特定保健指導の実施率が著しく低調な市町

村

事務打合せに当たっては、画一的・形式的な関与は必要ないことから、問

題のある部門に絞って重点的に行う。

（３）国保組合の指導監督

必要があると認められる国保組合を選定し、重点事項に留意しつつ、事業

運営全般にわたって指導監督を行う。

（４）連合会の指導監督

必要がある場合に選定し、事業運営全般にわたって指導監督を行う。

３ 事務打合せ・指導監督事業計画の策定及び連絡

（１）年間事業計画の策定

① 事業計画は、「地方厚生（支）局における国民健康保険の助言・指導監

督について」に基づき策定すること。

② 月別の事務打合せ・指導監督実施日程（実施週を含む）については、前

年度の実績等を勘案し、都道府県とも調整のうえ決定すること。

なお、他の業務の日程に留意するとともに、後期高齢者医療事務関係と

の同時実施についても考慮すること。

③ 事務打合せ・指導監督の実施期間は、１都道府県１市町村の場合、原則

として３日程度とするが、問題の所在に応じ延長又は短縮すること。

（２）年間事業計画の連絡

事業計画の確定後、管轄の都道府県宛に事務打合せ・指導監督の日程等に

ついて文書（地方厚生（支）局長名等）をもって速やかに連絡すること。

４ 事務打合せ・指導監督の実施体制

必要最小限の人数での実施とする。

めて低調な市町村

事務打合せに当たっては、画一的・形式的な関与は必要ないことから、問

題のある部門に絞って重点的に行う。

（３）国保組合の指導監督

必要があると認められる国保組合を選定し、重点事項に留意しつつ、事業

運営全般にわたって指導監督を行う。

（４）連合会の指導監督

必要がある場合に選定し、事業運営全般にわたって指導監督を行う。

３ 事務打合せ・指導監督事業計画の策定及び連絡

（１）年間事業計画の策定

① 事業計画は、「地方厚生局における国民健康保険の助言・指導監督につ

いて」に基づき策定すること。

② 月別の事務打合せ・指導監督実施日程（実施週を含む）については、前

年度の実績等を勘案し、都道府県とも調整のうえ決定すること。

なお、他の業務の日程に留意するとともに、後期高齢者医療事務関係と

の同時実施についても考慮すること。

③ 事務打合せ・指導監督の実施期間は、１都道府県１市町村の場合、原則

として３日程度とするが、問題の所在に応じ延長又は短縮すること。

（２）年間事業計画の連絡

事業計画の確定後、管轄の都道府県宛に事務打合せ・指導監督の日程等に

ついて文書（地方厚生（支）局長名）をもって速やかに連絡すること。

４ 事務打合せ・指導監督の実施体制

必要最小限の人数での実施とする。
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５ 対象となる市町村、国保組合及び連合会の選定等（実施日の概ね２ヶ月前）

（１）選定用参考資料等の準備

① 都道府県事業概況

② 選定検討資料

③ 市町村、国保組合及び連合会の概況資料（事業年報等各種統計データか

ら作成）

（２）対象となる市町村、国保組合及び連合会の検討

① 検討内容

対象となる市町村、国保組合、国保連合会の事業実施状況を勘案し、事

務打合せ・指導監督の対象とするかどうか管理課内で検討すること。

また、検討に当たっては、あらかじめ都道府県の意見を確認しておくこ

と。

② 日程表の作成

対象保険者等を決定した場合は、速やかに都道府県に連絡するとともに

、次の日程例を参考として、具体的な日程の調整を行うこと。（都道府県

、市町村、国保組合、連合会について、各１日程度の日程を基本とするこ

と）

○都道府県等との事務打合せ・指導監督日程例（１市町村実施の場合）

第１日 第２日 第３日

午前 (移動)
市町村

都道府県

午後 都道府県 (移動)

（３）都道府県、市町村、国保組合及び連合会への連絡

① 選定した市町村、国保組合及び連合会に対し、「国民健康保険事務の打

合せ（指導監督）について」により、実施期間及び担当官氏名を連絡（地

方厚生（支）局長名）すること（事務打合せ・指導監督実施日の概ね２か

月前）。

併せて、都道府県に対しても、「国民健康保険事務の打合せ及び指導監

５ 対象保険者等の選定等（実施日の概ね２ヶ月前）

（１）選定用参考資料等の準備

① 都道府県事業概況

② 選定検討資料

③ 市町村別資料（事業年報等各種統計データから作成）

（２）対象保険者等の検討

① 検討内容

対象となる市町村、国保組合、国保連合会の事業実施状況を勘案し、事

務打合せ・指導監督の対象とするかどうか管理課内で検討すること。

また、検討に当たっては、あらかじめ都道府県の意見を確認しておくこ

と。

② 日程表の作成

対象保険者等を決定した場合は、速やかに都道府県に連絡するとともに

、次の日程例を参考として、具体的な日程の調整を行うこと。（都道府県

、市町村、国保組合、連合会について、各１日程度の日程を基本とするこ

と）

○都道府県等との事務打合せ・指導監督日程例（１市町村実施の場合）

第１日 第２日 第３日

午前 (移動)
市町村

都道府県

午後 都府県 (移動)

（３）都道府県、保険者及び連合会への連絡

① 選定した保険者又は連合会に対し、「国民健康保険の事務打合せ（指導

監督）について」により、実施期間及び担当官氏名を連絡（地方厚生（支

）局長名）すること（事務打合せ・指導監督実施日の概ね２か月前）。

併せて、都道府県に対しても、「国民健康保険の事務打合せ及び指導監

督について」により、実施期間、選定保険者又は国保連合会及び担当官名
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督について」により、実施期間、選定した市町村・国保組合・連合会及び

担当官名を連絡（地方厚生（支）局長名）すること。

② 「事務打合せ・指導監督参考資料」の作成依頼

・依頼：①により都道府県、市町村、国保組合及び連合会に連絡する際

に、併せて、事務打合せ・指導監督参考資料の作成を依頼する

こと。

・提出：事務打合せ・指導監督実施日の３週間前

＊提出資料は、選定理由（問題点の所在）により必要最小限で依頼するこ

と。

（４）事前検討（管理課内）

事務打合せ・指導監督提出資料を基に「事務打合せ（指導監督）のポイン

ト」を作成し、主な助言ポイントの事前検討を行うこと。（事務打合せ・指

導監督実施日の１週間前）

６ 事務打合せ・指導監督の進め方

（１）都道府県

・事務打合せ（概況説明、実地打合せ、まとめ）

（２）市町村

・理事者面談

・事務打合せ(市町村概況説明、実地打合せ、まとめ）

＊理事者面談の際は、「理事者面談用ペーパー」を活用する。

＊理事者面談及び事務打合せ冒頭で選定主旨を説明すること。

（３）国保組合

・指導監督（概況説明、実地指導、講評）

（４）連合会

・指導監督（概況説明、実地指導、講評）

７ 実施結果の整理等

（１）結果報告

を連絡（地方厚生（支）局長名）すること。

② 「事務打合せ・指導監督参考資料」の作成依頼

・依頼：①により都道府県、保険者及び連合会に連絡する際に、併せて

、事務打合せ・指導監督参考資料の作成を依頼すること。

・提出：事務打合せ・指導監督実施日の３週間前

＊提出資料は、選定理由（問題点の所在）により必要最小限で依頼するこ

と。

（４）事前検討（管理課内）

事務打合せ・指導監督提出資料を基に「事務打合せ（指導監督）のポイン

ト」を作成し、主な助言ポイントの事前検討を行うこと。（事務打合せ・指

導監督実施日の１週間前）

６ 事務打合せ・指導監督の進め方

（１）都道府県

・事務打合せ（概況説明、実地打合せ、まとめ）

（２）市町村

・理事者面談

・事務打合せ(市町村概況説明、実地打合せ、まとめ）

＊理事者面談の際は、「理事者面談用ペーパー」を活用する。

＊理事者面談及び事務打合せ冒頭で選定主旨を説明すること。

（３）国保組合

・指導監督（概況説明、実地指導、講評）

（４）連合会

・指導監督（概況説明、実地指導、講評）

７ 実施結果の整理等

（１）結果報告



10

事務打合せ・指導監督の結果、至急に報告する事項がある場合には、帰庁

後速やかに課長等に対し口頭で報告を行うこと（管理課内）。

（２）復命

速やかに調書等を作成し、復命すること。

８ 実施結果の連絡

都道府県に対し､事務打合せ・指導監督結果について文書（地方厚生（支）局

長名）で連絡すること（概ね２か月以内）。

なお、特に改善の必要な都道府県、市町村、国保組合及び連合会に対しては、

事務打合せ・指導監督結果について文書をもって連絡するとともに、改善状況の

報告を求めること（都道府県経由）。

・改善計画：実施翌年度の４月末日

・改善状況：実施翌々年度の４月末日

●実施手順スケジュール

項 ２か月 １か月前 実施日

実施の準備

県の資料作成

市町村等実施の検討

（２か月前）

打合せ資料等作成依頼

資料提出（３週間前）

事前検討（１週間前）

事務打合せ等実施

結果整理

結果連絡(２か月以内）

▽

▽

▽

▽

▽

▽

事務打合せ・指導監督の結果、至急に報告する事項がある場合には、帰庁

後速やかに課長等に対し口頭で報告を行うこと（管理課内）。

（２）復命

速やかに調書等を作成し、復命すること。

８ 実施結果の連絡

都道府県に対し､事務打合せ・指導監督結果について文書（地方厚生（支）局

長名）で連絡すること（概ね２か月以内）。

なお、特に改善の必要な保険者、連合会に対しては、事務打合せ・指導監督結

果について文書をもって連絡するとともに、改善状況の報告を求めること（都道

府県経由）。

・改善計画：実施翌年度の４月末日

・改善状況：実施翌々年度の４月末日

●実施手順スケジュール（都道府県と保険者等を実施）

項 ２か月 １か月前 実施日

実施の準備

県の資料作成

市町村等実施の検討

（２か月前）

打合せ資料等作成依頼

資料提出（３週間前）

事前検討（１週間前）

事務打合せ等実施

結果整理

結果連絡(２か月以内）

▽

▽

▽

▽

▽

▽

▽

▼

▽

▼
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９ 国民健康保険組合の指導監督に関する管轄区域の特例に係る実施手順

（１）支援の依頼

支援を依頼する地方厚生（支）局（以下「依頼元厚生（支）局」という

。）は依頼先の地方厚生（支）局（以下「依頼先厚生（支）局」という。

）に対し指導等の具体的方法、体制、日程等を調整のうえ、「支援依頼書

」を送付すること。

（２）指導監督の日程等の連絡

実地検査の対象となる国保組合の支部への指導監督の日程等の連絡は、

依頼元厚生（支）局から当該国保組合の本部に対して行うこと。

（３）指導監督の体制

初度の実地検査に当たっては、可能な限り依頼元厚生（支）局の職員が

依頼先厚生（支）局の職員と共同で対応するよう努めること。

（４）指導結果の報告

依頼先厚生（支）局が単独で実地検査を行った場合は、「指導結果報告

書」を作成し、依頼元厚生（支）局に報告すること。

なお、至急報告する事項がある場合には、帰庁後速やかに依頼元厚生（

支）局に対し、口頭で報告を行うこと。

９ 国民健康保険組合の指導監督に関する管轄区域の特例に係る実施手順

（１）支援の依頼

支援を依頼する地方厚生（支）局（以下「依頼元厚生（支）局」という

。）は依頼先の地方厚生（支）局（以下「依頼先厚生（支）局」という。

）に対し指導等の具体的方法、体制、日程等を調整のうえ、「支援依頼書

」を送付すること。

（２）指導監督の日程等の連絡

実地検査の対象となる国保組合の支部への指導監督の日程等の連絡は、

依頼元厚生（支）局から当該国保組合の本部に対して行うこと。

（３）指導監督の体制

初度の実地検査に当たっては、可能な限り依頼元厚生（支）局の職員が

依頼先厚生（支）局の職員と共同で対応するよう努めること。

（４）指導結果の報告

依頼先厚生（支）局が単独で実地検査を行った場合は、「指導結果報告

書」を作成し、依頼元厚生（支）局に報告すること。

なお、至急報告する事項がある場合には、帰庁後速やかに依頼元厚生（

支）局に対し、口頭で報告を行うこと。
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（都道府県に対する実施通知の例）

○○発第 号

○○ 年 月 日

○ ○ 県 知 事 殿

○ ○ 厚 生（支） 局 長

国民健康保険事務の打合せ及び指導監督について

貴県内○○（市町村・国民健康保険組合・国民健康保険団体連合会）に対する国

民健康保険事務に係る打合せ（指導監督）について、次のとおり実施することとい

たしたいので連絡いたします。

また、当該○○（市町村・国民健康保険組合・国民健康保険団体連合会）に対し

、別添（写）のとおり連絡いたしましたので申し添えます。

なお、この実施に際し、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４条及

び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４に基づく貴県との打合せ

もさせていただきたく、併せて連絡いたします。

１ 実施期間

○○ 年 月 日から

○○ 年 月 日

２ 対象保険者等

○○市

○○国民健康保険組合

○○国民健康保険団体連合会

３ 担当官

（都道府県に対する実施通知の例）

○○発第 号

平成 年 月 日

○ ○ 県 知 事 殿

○ ○ 厚 生（支） 局 長

国民健康保険事務の打合せ及び指導監督について

貴県内保険者（国民健康保険団体連合会）に対する国民健康保険事務に係る打合

せ（指導監督）について、次のとおり実施することといたしたいので連絡いたしま

す。

また、当該保険者（国民健康保険団体連合会）に対し、別添（写）のとおり連絡

いたしましたので申し添えます。

なお、この実施に際し、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４条及

び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４に基づく貴県との打合せ

もさせていただきたく、併せて連絡いたします。

１ 実施期間

平成 年 月 日から

平成 年 月 日

２ 保険者（国民健康保険団体連合会）

○○市

○○国民健康保険組合

○○国民健康保険団体連合会

３ 担当官
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（市町村に対する実施通知の例）

○○発第 号

○○ 年 月 日

○ ○ 市 町 村 長 殿

○ ○ 厚 生 （支）局 長

国民健康保険事務の打合せについて

今般、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４条、第１０６条及び地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４に基づく国民健康保険事務に

係る打合せについて、次のとおり実施いたしたいので連絡いたします。

１ 実施期間

○○ 年 月 日から

○○ 年 月 日

２ 担当官

（市町村に対する実施通知の例）

○○発第 号

平成 年 月 日

○ ○ 市 町 村 長 殿

○ ○ 厚 生 （支）局 長

国民健康保険事務の打合せについて

今般、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４条、第１０６条及び地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４に基づく国民健康保険事務に

係る打合せについて、次のとおり実施いたしたいので連絡いたします。

１ 実施期間

平成 年 月 日から

平成 年 月 日

２ 担当官
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（国保組合、国保連合会に対する実施通知の例）

○○発第 号

○○ 年 月 日

○○国保組合理事長 殿

○○国民健康保険団体連合会理事長 殿

○ ○ 厚 生（支）局 長

国民健康保険事務の指導監督について

今般、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４条、第１０６条及び

第１０８条に基づく国民健康保険事務に係る指導監督について、次のとおり実施す

ることといたしましたので通知いたします。

１ 実施期間

○○ 年 月 日から

○○ 年 月 日

２ 担当官

（国保組合、国保連合会に対する実施通知の例）

○○発第 号

平成 年 月 日

○○国保組合理事長 殿

○○国民健康保険団体連合会理事長 殿

○ ○ 厚 生（支）局 長

国民健康保険事務の指導監督について

今般、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４条、第１０６条及び

第１０８条に基づく国民健康保険事務に係る指導監督について、次のとおり実施す

ることといたしましたので通知いたします。

１ 実施期間

平成 年 月 日から

平成 年 月 日

２ 担当官
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（都道府県と市町村との事務打合せ結果通知の例）

○○発第 号

○○ 年 月 日

○ ○ 県 知 事 殿

○ ○ 厚 生（支） 局 長

国民健康保険事務の打合せ実施結果について

国民健康保険の事業運営については、日頃から格別なご尽力をいただきありがとうござい

ます。

先般、貴県及び○○市について、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４条、

第１０６条及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４に基づき国民健康保

険の事務の打合せを実施しましたが、その結果、別紙のとおり検討いただきたい事項があり

ましたので連絡いたします。

なお、○○市に関する事項につきましては、貴県から連絡していただくとともに、助言内

容等に対する検討結果を別添「改善計画・改善状況等報告書」により、○○ 年４月末日

までに報告願います。

また、その改善計画の実施状況については、○○ 年４月末日までに前記改善計画・改

善状況等報告書に追加のうえ、おって報告願います。

（都道府県と市町村との事務打合せ結果通知の例）

○○発第 号

平成 年 月 日

○ ○ 県 知 事 殿

○ ○ 厚 生（支） 局 長

国民健康保険事務の打合せ実施結果について

国民健康保険の事業運営については、日頃から格別なご尽力をいただきありがとうござい

ます。

先般、貴県及び○○市について、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４条、

第１０６条及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４に基づき国民健康保

険の事務の打合せを実施しましたが、その結果、別紙のとおり検討いただきたい事項があり

ましたので連絡いたします。

なお、○○市に関する事項につきましては、貴県から連絡していただくとともに、助言内

容等に対する検討結果を別添「改善計画・改善状況等報告書」により、平成○○年４月末日

までに報告願います。

また、その改善計画の実施状況については、平成○○年４月末日までに前記改善計画・改

善状況等報告書に追加のうえ、おって報告願います。
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（都道府県と国保組合（連合会）との事務打合せ及び指導監督結果通知の例）

○○発第 号

○○ 年 月 日

○ ○ 県 知 事 殿

○ ○ 厚 生（支） 局 長

国民健康保険事務の打合せ及び指導監督結果について

国民健康保険の事業運営については、日頃から格別な御尽力をいただきありがとうござい

ます。

先般、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４条及び地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４５条に基づく貴県との事務打合せ並びに国民健康保険法（昭和３３年

法律第１９２号）第４条、第１０６条及び第１０８条に基づく○○国民健康保険組合（○○

県国民健康保険団体連合会）に対する指導監督を実施しましたが、その結果、別紙のとおり

改善すべき事項がありましたので連絡いたします。

なお、○○国民健康保険組合（○○県国民健康保険団体連合会）に関する事項につきまし

ては、貴県から連絡していただくとともに、指導内容等に対する検討結果を別添「改善計画

・改善状況等報告書」により、○○ 年４月末日までに報告願います。

また、その改善計画の実施状況については、○○ 年４月末日までに前記改善計画・改

善状況等報告書に追加のうえ、おって報告願います。

（都道府県と国保組合（連合会）との事務打合せ及び指導監督結果通知の例）

○○発第 号

平成 年 月 日

○ ○ 県 知 事 殿

○ ○ 厚 生（支） 局 長

国民健康保険事務の打合せ及び指導監督結果について

国民健康保険の事業運営については、日頃から格別な御尽力をいただきありがとうござい

ます。

先般、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４条及び地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４５条に基づく貴見との事務打合せ並びに国民健康保険法（昭和３３年

法律第１９２号）第４条、第１０６条及び第１０８条に基づく○○国民健康保険組合（○○

県国民健康保険団体連合会）に対する指導監督を実施しましたが、その結果、別紙のとおり

検討いただきたい事項がありましたので連絡いたします。

なお、○○国民健康保険組合（○○県国民健康保険団体連合会）に関する事項につきまし

ては、貴県から連絡していただくとともに、助言内容等に対する検討結果を別添「改善計画

・改善状況等報告書」により、平成○○年４月末日までに報告願います。

また、その改善計画の実施状況については、平成○○年４月末日までに前記改善計画・改

善状況等報告書に追加のうえ、おって報告願います。
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（例文）

（別紙）

第１ 都道府県に関する事項

１．国民健康保険運営方針の策定状況について

国民健康保険運営方針は、地域の実情に合わせて管下市町村国保の事業

運営の広域化や財政の安定化を推進するために策定する支援の方針であ

り、未だ策定に至っていない事項については、国民健康保険運営協議会等

において引き続き検討されるようお願いする。

２．国民健康保険運営方針の目標達成状況について

国民健康保険運営方針に示された事業の目標達成状況については、市町

村保険者毎に的確に把握するとともに、適切な助言又は支援策の実施をお

願いする。

３ 適正な賦課について

保険料（税）については、都道府県が国保運営方針で定めた市町村標準

保険料及び予定収納率等に考慮し、適正に設定するよう助言をお願いする

。

また、保険料（税）の賦課限度額については、国民健康保険法施行令等

に定める額に達していない保険者が見受けられるので、高所得層にもう少

し多くの負担をしてもらい、中間所得層の負担の軽減を図る観点から、改

善を図るよう引き続き助言をお願いする。

４ 保険料（税）収入の確保について

保険料（税）収入の確保については、収納率が低い保険者や低下が継続

している保険者も見受けられ、県全体としての収納率も低い状況にあるこ

とから、各保険者の実情等を十分把握し、早期対応、戸別訪問徴収、短期

被保険者証の発行など、滞納者の実態に応じた適切な措置を講じ、その確

（例文）

（別紙）

第１ 県に関する事項

１．広域化等支援方針の策定状況について

広域化等支援方針は、地域の実情に合わせて管下市町村国保の事業運営

の広域化や財政の安定化を推進するために策定する支援の方針であり、未

だ策定に至っていない事項については、広域化等連携会議等において引き

続き検討されるようお願いする。

２．広域化等支援方針の目標達成状況について

広域化等支援方針に示された事業の目標達成状況については、各市町村

保険者毎に的確に把握するとともに、適切な助言又は支援策の実施をお願

いする。

３ 適正な賦課について

保険料（税）の賦課限度額については、国民健康保険法施行令等に定め

る額に達していない保険者が見受けられるので、高所得層にもう少し多く

の負担をしてもらい、中間所得者層の負担の軽減を図る観点から、改善を

図るよう引き続き助言をお願いする。

また、保険料（税）の賦課割合については、応能割に偏っている保険者

が見受けられるので、被保険者間の負担の不均衡の是正を図る観点から、

適切な賦課割合の設定について助言をお願いする。

４ 保険料（税）収入の確保について

保険料（税）収入の確保については、収納率が低い保険者や低下が継続

している保険者も見受けられ、県全体としての収納率も低い状況にあるこ

とから、各保険者の実情等を十分把握し、早期対応、戸別訪問徴収、短期

被保険者証の発行など、滞納者の実態に応じた適切な措置を講じ、その確
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保を図るよう助言をお願いする。

また、納期内納入の促進の観点から、引き続き口座振替の推進を図るよ

う助言をお願いする。

５ 医療費適正化対策について

診療報酬明細書（以下「レセプト」という。）の内容点検調査が不十分

な保険者が見受けられるので、連合会のレセプト審査機能を活用した効率

的な点検の実施等、保険者の実態に応じた助言を行い、効果的なレセプト

点検の実施について助言をお願いする。

第２ 市町村に関する事項

１ 国民健康保険運営方針の目標達成状況について

○○事業については、県が定めた国民健康保険運営方針に示された目標

に達していないので、目標達成のために適切な措置を講ずるよう助言をお

願いする。

２ 保険料（税）収入の確保について

保険料（税）収入の確保については、収納率の低下が継続し、滞納世帯

数も年々増加していることから、必要な徴収体制の整備を図り、未納者へ

の早期対応等滞納者の実態に応じた適切な措置を講じ、その確保を図るよ

う助言をお願いする。

また、納期内納入の促進の観点から、引き続き口座振替の推進を図るよ

う助言をお願いする。

３ 被保険者資格証明書等の活用について

被保険者資格証明書の交付については、交付事務を通じてできるだけ

滞納者と接触する機会を確保し、保険料（税）を納めることができない

特別な事情の適切な把握に努め、機械的な対応になることのないよう、

きめ細かな納付相談を行うこと。

保を図るよう助言をお願いする。

また、納期内納入の促進の観点から、引き続き口座振替の推進を図るよ

う助言をお願いする。

５ 医療費適正化策について

診療報酬明細書（以下「レセプト」という。）の内容点検調査が不十分

な保険者が見受けられるので、連合会のレセプト審査機能を活用した効率

的な点検の実施等、保険者の実態に応じた助言を行い、効果的なレセプト

点検の実施について助言をお願いする。

第２ 市町村に関する事項

１ 広域化等支援方針の目標達成状況について

○○事業については、県が定めた広域化等支援方針に示された目標に達

していないので、目標達成のために適切な措置を講ずるよう助言をお願い

する。

２ 保険料（税）収入の確保について

保険料（税）収入の確保については、収納率の低下が継続し、滞納世帯

数も年々増加していることから、必要な徴収体制の整備を図り、未納者へ

の早期対応等滞納者の実態に応じた適切な措置を講じ、その確保を図るよ

う助言をお願いする。

また、納期内納入の促進の観点から、引き続き口座振替の推進を図るよ

う助言をお願いする。

３ 被保険者資格証明書等の活用について

被保険者資格証明書の交付については、交付事務を通じてできるだけ

滞納者と接触する機会を確保し、保険料（税）を納めることができない

特別な事情の適切な把握に努め、機械的な対応になることのないよう、

きめ細かな納付相談を行うこと。
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また、滞納者の状況に応じ、通常に比べ更新または検認の期間が短い

被保険者証を交付するなど、被保険者証の交付方法を工夫して納付相談

の機会の確保を図り、滞納者を解消するよう助言をお願いする。

４ 滞納処分の実施について

被保険者が、再三の督促、催告にもかかわらず納入、催告に応じない、

いわゆる悪質滞納者である場合には、負担の公平の観点から差押予告通知

書を送付し、積極的に差押えを行うよう助言をお願いする。

５ 医療費適正化対策について

医療費適正化対策については、連合会のレセプト審査機能の活用等効率

的かつ効果的なレセプト点検調査の実施に努めるよう助言をお願いする。

第３ 国保組合に関する事項

１ 適用の適正化について

適用の適正化については、定期的に調査を実施し、被保険者の異動状況

の把握に努める等被保険者資格の管理を適正に行うよう指導をお願いす

る。

２ 特別積立金及び給付費等支払準備金については、法令で定める所要額を

確保していない状況にあるので、積立計画に基づき確保するよう指導をお

願いする。

３ 法令遵守（コンプライアンス）体制の確立について

○○国民健康保険組合においては、法令遵守マニュアルが策定されてお

らず、指導・研修も不十分と認められるので、実践計画に基づき適切に法

令遵守体制を整備するよう指導をお願いする。

また、滞納者の状況に応じ、通常に比べ更新または検認の期間が短い

被保険者証を交付するなど、被保険者証の交付方法を工夫して納付相談

の機会の確保を図り、滞納者を解消するよう助言をお願いする。

４ 滞納処分の実施について

被保険者が、再三の督促、催告にもかかわらず納入、催告に応じない、

いわゆる悪質滞納者である場合には、負担の公平の観点から差押予告通知

書を送付し、積極的に差押えを行うよう助言をお願いする。

５ 医療費適正化策について

医療費対策については、連合会のレセプト審査機能の活用等効率的かつ

効果的なレセプト点検調査の実施に努めるよう助言をお願いする。

第３ 国保組合に関する事項

１ 適用の適正化について

適用の適正化については、定期的に調査を実施し、被保険者の異動状況

の把握に努める等被保険者資格の管理を適正に行うよう指導をお願いす

る。

２ 法令遵守（コンプライアンス）体制の確立について

○○国民健康保険組合においては、法令遵守マニュアルが策定されてお

らず、法令遵守に関する指導・研修も不十分と認められるので、実践計画

に基づき適切に法令遵守体制を整備するよう指導をお願いする。

３ 特別積立金及び給付費等支払準備金については、法令で定める所要額を

確保していない状況にあるので、積立計画に基づき確保するよう指導をお
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第４ 連合会に関する事項

審査事務については、審査の効率化を図る観点から審査委員会開催前に

おける事務共助体制を整備し、審査の充実・強化を図るよう指導の検討を

お願いする。

願いする。

第４ 連合会に関する事項

審査事務については、審査の効率化を図る観点から審査委員会開催前に

おける事務共助体制を整備し、審査の充実・強化を図るよう指導の検討を

お願いする。
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改善計画・改善状況等報告書

改 善 事 項 改 善 計 画 改 善 状 況

改善計画・改善状況等報告書

改 善 事 項 改 善 計 画 改 善 状 況

（注）【改善計画の欄】

１ 予算措置を伴うため直ちに改善できない事項にあっては、

検討した改善事項を記載すること。

２ 改善内容は、目標値、改善時期等を記載のうえ、具体的

に記載すること。

３ 市町村に対して、新たに通知した場合はそれを添付するこ

と。

４ 検討の結果、改善計画の樹立が困難な事項がある場合は、

その理由を詳細に記載すること。

【改善状況の欄】

１ 前回報告した改善計画の事項について、その改善状況を具

体的に記載すること。

２ 改善が計画どおり行われていない場合は、その理由を具体

的に記載すること。

３ 計画変更及び新規に追加した事項は、その旨を明確に記載

すること。

４ 指導監督等により指導を行ったものについては、指導実績

、改善された保険者等を具体的に記載すること。

○改善計画提出 年 月

○改善状況提出 年 月
都道府県名 事務打合せ年月日 ○○ 年 月 日

（注）【改善計画の欄】

１ 予算措置を伴うため直ちに改善できない事項にあっては、

検討した改善事項を記載すること。

２ 改善内容は、目標値、改善時期等を記載のうえ、具体的

に記載すること。

３ 市町村に対して、新たに通知した場合はそれを添付するこ

と。

４ 検討の結果、改善計画の樹立が困難な事項がある場合は、

その理由を詳細に記載すること。

【改善状況の欄】

１ 前回報告した改善計画の事項について、その改善状況を具

体的に記載すること。

２ 改善が計画どおり行われていない場合は、その理由を具体

的に記載すること。

３ 計画変更及び新規に追加した事項は、その旨を明確に記載

すること。

４ 指導監督等により指導を行ったものについては、指導実績

、改善された保険者等を具体的に記載すること。

○改善計画提出 年 月

○改善状況提出 年 月
都道府県名 事務打合せ年月日 平成 年 月 ・ 日
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改善計画・改善状況等報告書

改 善 事 項 改 善 計 画 改 善 状 況

改善計画・改善状況等報告書

改 善 事 項 改 善 計 画 改 善 状 況

（注）【改善計画の欄】

１ 予算措置を伴うため直ちに改善できない事項にあっては、

検討した改善事項を記載すること。

２ 改善内容は、目標値、改善時期等を記載のうえ、具体的

に記載すること。

３ 検討の結果、改善計画の樹立が困難な事項がある場合は、

その理由を詳細に記載すること。

【改善状況の欄】

１ 前回報告した改善計画の事項について、その改善状況を具

体的に記載すること。

２ 改善が計画どおり行われていない場合は、その理由を具体

的に記載すること。

３ 計画変更及び新規に追加した事項は、その旨を明確に記載

すること。

○改善計画提出 年 月

○改善状況提出 年 月
市 町 村 名 事務打合せ年月日 ○○ 年 月 日

（注）【改善計画の欄】

１ 予算措置を伴うため直ちに改善できない事項にあっては、

検討した改善事項を記載すること。

２ 改善内容は、目標値、改善時期等を記載のうえ、具体的

に記載すること。

３ 検討の結果、改善計画の樹立が困難な事項がある場合は、

その理由を詳細に記載すること。

【改善状況の欄】

１ 前回報告した改善計画の事項について、その改善状況を具

体的に記載すること。

２ 改善が計画どおり行われていない場合は、その理由を具体

的に記載すること。

３ 計画変更及び新規に追加した事項は、その旨を明確に記載

すること。

○改善計画提出 年 月

○改善状況提出 年 月
市 町 村 名 事務打合せ年月日 平成 年 月 ・ 日
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改善計画・改善状況等報告書

改 善 事 項 改 善 計 画 改 善 状 況

改善計画・改善状況等報告書

改 善 事 項 改 善 計 画 改 善 状 況

（注）【改善計画の欄】

１ 予算措置を伴うため直ちに改善できない事項にあっては、

検討した改善事項を記載すること。

２ 改善内容は、目標値、改善時期等を記載のうえ、具体的

に記載すること。

【改善状況の欄】

１ 前回報告した改善計画の事項について、その改善状況を具

体的に記載すること。

２ 改善が計画どおり行われていない場合は、その理由を具体

的に記載すること。

３ 計画変更及び新規に追加した事項は、その旨を明確に記載

すること。

○改善計画提出 年 月

○改善状況提出 年 月
国保組合名 指導監督年月日 ○○ 年 月 日

（注）【改善計画の欄】

１ 予算措置を伴うため直ちに改善できない事項にあっては、

検討した改善事項を記載すること。

２ 改善内容は、目標値、改善時期等を記載のうえ、具体的

に記載すること。

【改善状況の欄】

１ 前回報告した改善計画の事項について、その改善状況を具

体的に記載すること。

２ 改善が計画どおり行われていない場合は、その理由を具体

的に記載すること。

３ 計画変更及び新規に追加した事項は、その旨を明確に記載

すること。

○改善計画提出 年 月

○改善状況提出 年 月
国保組合名 指導監督年月日 平成 年 月 ・ 日
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改善計画・改善状況等報告書

改 善 事 項 改 善 計 画 改 善 状 況

改善計画・改善状況等報告書

改 善 事 項 改 善 計 画 改 善 状 況

（注）【改善計画の欄】

１ 予算措置を伴うため直ちに改善できない事項にあっては、

検討した改善事項を記載すること。

２ 改善内容は、目標値、改善時期等を記載のうえ、具体的

に記載すること。

【改善状況の欄】

１ 前回報告した改善計画の事項について、その改善状況を具

体的に記載すること。

２ 改善が計画どおり行われていない場合は、その理由を具体

的に記載すること。

３ 計画変更及び新規に追加した事項は、その旨を明確に記載

すること。

○改善計画提出 年 月

○改善状況提出 年 月
国保連合会名 指導監督年月日 ○○ 年 月 日

（注）【改善計画の欄】

１ 予算措置を伴うため直ちに改善できない事項にあっては、

検討した改善事項を記載すること。

２ 改善内容は、目標値、改善時期等を記載のうえ、具体的

に記載すること。

【改善状況の欄】

１ 前回報告した改善計画の事項について、その改善状況を具

体的に記載すること。

２ 改善が計画どおり行われていない場合は、その理由を具体

的に記載すること。

３ 計画変更及び新規に追加した事項は、その旨を明確に記載

すること。

○改善計画提出 年 月

○改善状況提出 年 月
国保連合会名 指導監督年月日 平成 年 月 ・ 日
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２ 事 務 打 合 せ 調 書

都道府県

市町村

国保組合

国保連合会

２ 事 務 打 合 せ 調 書

都道府県

市町村

国保組合

国保連合会
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○○都道府県 事務打合せ調書

事 項 ポ イ ン ト 現状 ・ 問題点 打合せ事項等・摘要

第１ 都道府県の概況

１ 保険者の状況

２ 財政状況 ① 一般会計繰入金（法定外）の状況

② 前年度繰上充用の状況

③ 基金積立金の状況

④ 財政安定化基金の状況

・保険者数 計

・市町村数

（市 部 ）

（町村部 ）

（広域等 ）

（再掲：小規模(3000名未満 )

・国保組合数 （ ）

・一般会計繰入（法定外）保険者数

・一般会計繰入（法定外）に対する助言状

況

・前年度繰上充用実施保険者数

・前年度繰上充用実施保険者に対する助言

状況

・未保有保険者数

・前年度取崩保険者数

・基金積立金に関する助言状況

・交付保険者数

・貸付保険者数

・取崩の有無

○○都道府県 事務打合せ調書

事 項 ポ イ ン ト 現状 ・ 問題点 打合せ事項等・摘要

第１ 都道府県の概況

１ 保険者の状況

２ 財政状況 ① 一般会計繰入金（法定外）の状況

② 前年度繰上充用の状況

③ 基金積立金の状況

・保険者数 計

・市町村数

（市 部 ）

（町村部 ）

（広域等 ）

（再掲：小規模(3000名未満 )

・国保組合数 （ ）

・一般会計繰入（法定外）保険者数

・一般会計繰入（法定外）に対する助言状

況

・前年度繰上充用実施保険者数

・前年度繰上充用実施保険者に対する助言

状況

・未保有保険者数

・前年度取崩保険者数

・基金積立金に関する助言状況
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３ 国保運営方針の策定状

況

（ 年 月 日策定）

国保運営方針の策定項目（必須）

① 医療に要する費用及び財政の見通し

・医療費の動向と将来の見通し

・財政支援の改善に係る基本的な考

え方

・赤字解消・削減の取組・目標年次

等

・財政安定化基金の運用

・PDCAサイクルの実施

② 市町村における保険料の標準的な算

定方法に関する事項

・標準的な保険料算定方式

・標準的な収納率

③ 市町村における保険料の徴収の適正

な実施に関する事項

・収納対策

④ 市町村における保険給付の適正な実

施に関する事項

・保険給付の点検、事後調整

・療養費の支給の適正化に関する事

項

・レセプト点検の充実強化に関する

・策定・見直しの状況

・国民健康保険運営協議会の開催状況

３ 広域化等支援方針の策

定状況

（ 年 月 日策定）

【参考】広域化等支援方針の策定項目

① 事業運営の広域化

・保険者事務

・医療費適正化対策

・収納対策

② 財政運営の広域化

・保険財政共同安定化事業

・都道府県調整交付金

・広域化等支援基金

③ 都道府県内標準設定

・収納率目標

・赤字解消の目標年次

・標準的な保険料算定方式・応益割

合

・既に策定している項目

・広域化等連携会議の開催状況



28

４ 厚生労働省前回打合せ

（ 年 月）

第２ 指導監督の実施状況

１ 実施件数

２ 指導監督の結果

事項

・第三者求償や過誤調整等の取組強

化に関する事項

・高額療養費の多数回該当の取扱い

に関する事項

・打合せ事項と改善状況

・改善されていない事項がある場合、そ

の理由及び今後の対策

・実施件数は、「基本通知」（平成31

年1月23局長通知）で示した基準に保険

者数、指導監督担当者数及び他都道府県

の実施状況を勘案したうえで妥当か

・指導監督の結果国保事業運営上、特に

（改善状況）

①市町村国保

・一般指導監督（ 年に１回）

・特別指導監督 件

②国保組合

・一般指導監督 （ 年に１回）

・特別指導監督 件

③連合会

・一般指導監督 （ 年に１回）

・特別指導監督 件

・未実施の場合はその理由

・一般指導監督で改善報告を求めた件数（前

第２ 指導監督の実施状況

１ 実施件数

２ 指導監督の結果

・実施件数は、「基本通知」（平成24

年2月17日局長通知）で示した基準に保

険者数、指導監督担当者数及び他都道府

県の実施状況を勘案したうえで妥当か

・指導監督の結果国保事業運営上、特に

①市町村国保

・一般指導監督（ 年に１回）

・特別指導監督 件

②国保組合

・一般指導監督 （ 年に１回）

・特別指導監督 件

③連合会

・一般指導監督 （ 年に１回）

・特別指導監督 件

・未実施の場合はその理由

・一般指導監督で改善報告を求めた件数（前
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３ 実施結果後の進捗管理

第３ 助言・指導及び実施の

状況

１ 一般事項

(1) 事業計画

問題ありと考えられる事項

・改善されない事項への対応

① 国保運営方針の反映

② 事業運営に必要な諸統計資料の整備

分析

③ 具体的な実施体制・方法の明記

④ 予算への反映

年度実績）

市町村国保（ 件）

国保組合 （ 件）

連合会 （ 件）

・特別指導監督で改善報告を求めた件数（前

年度実績）

市町村国保（ 件）

国保組合 （ 件）

連合会 （ 件）

・是正勧告をした件数（ 件）（前

年度実績）

・改善が認められた件数 （ 件）

・再指導が必要な件数 （ 件）

・事業計画に関する助言状況

３ 実施結果後の進捗管理

第３ 助言・指導の状況

１ 一般事項

(1) 事業計画

問題ありと考えられる事項

・改善されない事項への対応

① 広域化等支援方針の反映

② 事業運営に必要な諸統計資料の整備

分析

③ 具体的な実施体制・方法の明記

④ 予算への反映

年度実績）

市町村国保（ 件）

国保組合 （ 件）

連合会 （ 件）

・特別指導監督で改善報告を求めた件数（前

年度実績）

市町村国保（ 件）

国保組合 （ 件）

連合会 （ 件）

・是正勧告をした件数（ 件）（前

年度実績）

・改善が認められた件数 （ 件）

・再指導が必要な件数 （ 件）

・事業計画に関する助言状況
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(2) 予算編成

(3) 予算執行

(4) 赤字削減・解消計画

２ 適用事務

(1) 被保険者の適用

① 予算編成通知に基づく推計（過大又

は過小見積はないか）

② 国保事業以外の経費の計上（分担

金・交付金・諸謝金・保健事業等）

③ 事業実施に必要な予算の計上（赤字

削減・解消計画）

① 歳入の適否（受入科目、受入年度等）

② 歳出の適否（国保事業に関係ない歳

出はないか）

③ 支払事務の適否（保険給付費等）

④ 関係帳票、証拠書類の整備

① 計画の妥当性

・ 保険料（税）賦課（予定収納率、

所得見込額等）

・ 収納対策

・ 医療費適正化対策

② 予算への反映（実現可能性）

① 年金被保険者記録等の活用

② 世帯認定（特に擬制世帯）

・予算編成に関する助言状況

・予算執行に関する助言状況

・市町村に対する交付金の実施状況

・赤字削減・解消計画策定保険者数

（ 年度 件、 年度 件、 年度 件）

・ 計画どおり解消していない保険者の主な

未解消の原因及び助言事項

・ 法定外繰入の解消などについて先進事例

が見られた場合、その内容【参考】

・日本年金機構との国民年金記録の情報提

供に関する覚書の締結保険者数

保険者

・適用の適正化に対する助言状況

(2) 予算編成

(3) 予算執行

(4) 赤字解消計画

２ 適用事務

(1) 被保険者の適用

① 予算編成通知に基づく推計（過大又

は過小見積はないか）

② 国保事業以外の経費の計上（分担

金・交付金・諸謝金・保健事業等）

③ 事業実施に必要な予算の計上（事業

計画・赤字解消計画）

① 歳入の適否（受入科目、受入年度等）

② 歳出の適否（国保事業に関係ない歳

出はないか）

③ 支払事務の適否（保険給付費等）

④ 関係帳票、証拠書類の整備

① 計画の妥当性

・ 保険料（税）賦課（予定収納率、

所得見込額等）

・ 収納対策

・ 医療費適正化対策

② 予算への反映（実現可能性）

・適正化対策

① 年金被保険者記録等の活用

② 世帯認定（特に擬制世帯）

・予算編成に関する助言状況

・予算執行に関する助言状況

・赤字解消基本計画策定保険者数

（ 年度 件、 年度 件、 年度 件）

・ 計画どおり解消していない保険者の主な

未解消の原因及び助言事項

・日本年金機構との国民年金記録の情報提

供に関する覚書の締結保険者数

保険者

・適用の適正化に対する助言状況
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(2) 居所不明被保険者対策

(3) 適用適正化調査

(4) 遡及適用・賦課の実施

３ 保険料（税）の賦課

４ 保険料（税）の 徴収

③ 外国人の適用

④ 退職被保険者（被扶養者を含む）の

適用

① 被保険者の所得の把握

② 未申告者・軽減世帯に対する所得調

査

③ 標準保険料(税)率の状況

④ 賦課限度額の状況

⑤ 法令・条例に基づく賦課の実施

⑥ 不服申請の教示

① 徴収計画の適否（目標収納率の設定）

・年金受給者リスト未活用保険者数

保険者

・振替整理簿の補助金申請事務への活用状

況

・居所不明被保険者対策に対する助言状況

・適用適正化調査に対する助言状況

・遡及適用・賦課に対する助言状況

・保険料（税）賦課に対する助言状況

・都道府県標準保険料(税)率の算定・公表

（算定方式 方式）

・賦課限度額が法定額に達していない保険

者の状況

（未達成保険者数 保険者）

・規模別目標収納率未達成保険者数

保険者

(2) 退職被保険者（被扶養

者含む）の適用

(3) 居所不明者対策

(4) 適用適正化調査

(5) 遡及適用・賦課の実施

３ 保険料（税）の賦課

４ 保険料（税）の 徴収

③ 外国人の適用

① 年金受給者リストの活用

② 職権適用の状況

③ 振替整理簿の整備

① 被保険者の所得の把握

② 未申告者・軽減世帯に対する所得調

査

③ 賦課割合の状況

④ 賦課限度額の状況

⑤ 法令・条例に基づく賦課の実施

⑥ 不服申請の教示

① 徴収計画の適否（目標収納率の設定）

・年金受給者リスト未活用保険者数

保険者

・退職被保険者の早期適用に対する助言状

況

・補助金申請事務への活用状況

・居所不明者対策に対する助言状況

・適用適正化調査に対する助言状況

・遡及適用・賦課に対する助言状況

・保険料（税）賦課に対する助言状況

・賦課割合の状況

（都道府県平均 ： （ 年度））

・賦課限度額が法定額に達していない保険

者の状況

（未達成保険者数 保険者）

・規模別目標収納率未達成保険者数

保険者
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５ 医療費適正化対策

(1) 高医療費市町村の適正

化対策

(2) 医療費分析

(3) レセプトの点検調査

② 口座振替、納期内納入の促進策

③ 滞納者対策

・早期の実態把握及び早期対応

・短期証・資格証の活用

・悪質滞納者への滞納処分

・延滞金の調定

・不能欠損の適否

④ 徴収体制の整備（全庁体制・嘱託員

の活用）

⑤ 有効な収納対策の検討

・国保運営方針の反映

① 医療費分析の実施

② 連合会との連携

③ 分析結果の活用

① 実施計画の適否

② 点検調査の実施

③ 返戻・過誤の事務処理の適否

・納期内納入促進対策に対する助言状況

・滞納者対策に対する助言状況

・資格証未発行保険者数 保険者

・差押未実施保険者数 保険者

・未実施保険者数 保険者

・不能欠損の実施についての助言状況

・具体的な収納対策についての助言状況

一人当たり医療費 円（ 年度）

・高医療費市町村数 保険者

・高医療費市町村に対する助言状況

・医療費適正化対策への医療費分析の活用

方法等に関する助言状況

・点検体制に対する助言状況（連合会との

連携、研修等）

・一人当たり財政効果額 円（ 年度）

・返戻・過誤の事務処理についての助言状

況

５ 医療費適正化対策

(1) 高医療費市町村の適正

化対策

(2) 医療費分析

(3) 診療報酬明細書の点検

調査

② 口座振替、納期内納入の推進策

③ 滞納者対策

・早期の実態把握及び早期対応

・短期証・資格証の活用

・悪質滞納者への滞納処分

・延滞金の調定

・不能欠損の適否

④ 徴収体制の整備（全庁体制・嘱託員

の活用）

⑤ 有効な収納対策の検討

・広域化等支援方針への反映

① 医療費分析の実施

② 連合会との連携

③ 分析結果の活用

① 実施計画の適否

② 点検調査の実施

③ 返戻・過誤の事務処理の適否

・納期内納入推進対策に対する助言状況

・滞納者対策に対する助言状況

・資格証未発行保険者数 保険者

・差押未実施保険者数 保険者

・未実施保険者数 保険者

・不能欠損の実施についての助言状況

・具体的な収納対策についての助言状況

一人当たり医療費 円（ 年度）

・高医療費市町村数 保険者

・高医療費市町村に対する助言状況

・医療費適正化対策への医療費分析の活用

方法等に関する助言状況

・点検体制に対する助言状況（連合会との

連携、研修等）

・一人当たり財政効果額 円（ 年度）

・第三者行為等によるレセプトの把握につ

いての助言状況
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(4) 療養費支給の適正化

(5) 第三者求償の取組強化

(6) 後発医薬品及び適正受

診の周知・啓発

(7) 重複・頻回受診、重複・

多剤投与対策

６ 保健事業

(1) データヘルス計画

(2) 特定健康診査・特定保

健指導

④ 集団指導の実施状況

① 多部位等の患者調査の実施

② 医療費通知の実施

① 損害保険関係団体との連携

② 第三者行為求償事務アドバイザーの

活用

① ジェネリック希望カード等の配布

② 差額通知の実施

③ 適正受診の周知内容

① データヘルス計画の作成

① 受診率の向上対策

② 保険者特性に応じた施策

・実施年月 年 月 ・出席保険者

数 保険者

・患者調査の実施についての助言状況

・医療費通知未実施保険者に対する助言状

況

・第三者求償事務に対する助言状況

・後発医薬品の普及促進に対する助言状況

・未実施保険者数 保険者（ 年度）

・未実施保険者に対する助言状況

・医療費通知未実施保険者に対する助言状

況

・保健師による巡回指導等に対する助言状

況

・データヘルス計画の助言状況

・都道府県の目標 年度

（特定健康診査 ％）

（特定保健指導 ％）

・受診率向上対策への助言状況

(4) 後発医薬品及び適正受

診の周知・啓発

(5) 在宅医療の推進

(6) 重複・頻回受診対策

６ 保健事業

(1) 特定健康診査・特定保

健指導

④ 集団指導の実施状況

① ジェネリック希望カードの配布

② 差額通知の実施

③ 適正受診の周知内容

① 受診率の向上対策

② 保険者特性に応じた施策

・実施年月 年 月 ・出席保険者

数 保険者

・後発医薬品の普及促進に対する助言状況

・未実施保険者数 保険者（ 年度）

・未実施保険者に対する助言状況

・医療費通知未実施保険者に対する助言状

況

・在宅医療の推進に関する助言状況

・保健師による巡回指導に関する助言状況

・都道府県の目標 年度

（特定健康診査 ％）

（特定保健指導 ％）

・受診率向上対策への助言状況
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(3) 直営診療施設

７ 事務処理等の適正化

(1) 事務の標準化、効率化、

広域化

(2) 保険給付の事務処理

(3) 事務の執行に要する

費用の適否

(4) 補助金申請事務等の適

正化

(5) 不正及び事故の防止

③ 保健師の参画

① 地域住民に対する相談部門の設置

② 経営合理化の努力

③ 医師等の確保の努力

① 国保運営方針の反映

① 現金給付の支給状況

② 支給決定決議者と払い渡し者の適正

な区分

③ 審査請求に関する教示

① 人員及び職員配置の適否

② 他会計の兼務者の給与の負担割合

③ 物品の管理

④ 財産処分

① 申請の基礎となる数値の把握状況

② 補助金の交付要綱・交付基準のチェ

ック体制

③ 交付申請書のチェック体制

・直営診療施設に対する助言状況

・事務処理に関する助言状況

・保険給付事務に関する助言状況

・事務の執行に要する費用に関する助言状

況

・都道府県による検証の実施状況

・最近の事例

・都道府県への報告及び公表の状況

(2) 直営診療施設

７ 補助金申請事務の適正

化

③ 保健師の参画

① 地域住民に対する相談部門の設置

② 経営合理化の努力

③ 医師等の確保の努力

① 申請の基礎となる数値の把握状況

② 補助金の交付要綱・交付基準のチェ

ック体制

③ 交付申請書のチェック体制（特に退

職被保険者の振替整理簿との整合）

・直営診療施設に対する助言状況

・都道府県による検証の実施状況
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８ 国保組合に関する重

点事項

(1) 組合員資格の適正化

(2) 特別積立金・給付費

等支払準備金

(3) 法令遵守（コンプラ

イアンス）体制の整

備

９ その他

① 加入申込時の確認

・組合員の従事する業種

・組合員の住所

・組合員の勤務事業所の業態

・適用除外承認申請の適否

・客観的な証拠書類の確認

② 定期的な被保険者資格の再確認の実

施

① 規定額の積み立て

① 基本方針の策定（組合会の決議）

② 担当理事の選任及び担当者の配置

（規約改正）

③ 出張所との業務委託契約への明記

④ 実践計画の策定

⑤ マニュアルの策定

⑥ 役職員への周知徹底

① 国民健康保険運営協議会の状況

・都道府県内国保組合の適用の状況

・会計検査院又は指導監督により無資格適

用が確認された組合数 組合

・会計検査院又は指導監督により無資格適

用が確認された無資格加入者 人

・資格確認に関する指導状況

・未実施組合に対する指導状況

・積み立ての指導状況

・基本方針未策定保険者数 保険者

・担当理事未選任保険者数 保険者

・法令遵守体制整備に関する指導状況

・開催していない保険者数

保険者

８ その他

(1) 保険給付の事務処理 ① 現金給付の支給状況 ・保険給付事務に関する助言状況
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② 保険者協議会における他保険者との

連携・協力体制

③ 被保険者証のカード化及び被保険者

証と高齢受給者証の一体化の推進

④ 個人情報保護及び情報開示事務の適

否

・カード化していない保険者数 保険者

・被保険者証と高齢受給者証の一体化に向

けた支援状況

・個人情報保護法等に関する指導状況

(2) 事務の執行に要する

費用の適否

(3) その他の事項

(4) 国保組合に関する重

点事項

① 被保険者資格の適正

② 支給決定決議者と払い渡し者の適正

な区分

③ 審査請求に関する教示

① 人員及び職員配置の適否

② 他会計の兼務者の給与の負担割合

③ 物品の管理

④ 財産処分

⑤ 事務の改善・合理化

① 国民健康保険運営協議会の状況

② 保険者協議会における他保険者との

連携・協力体制

③ 被保険者証のカード化に向けた具体

的な検討

④ 不正及び事故防止

⑤ 個人情報保護及び情報開示事務の適

否

① 加入申込時の確認

・事務の執行に要する費用に関する助言状

況

・開催していない保険者数

保険者

・カード化していない保険者数 保険者

・最近の事例

・都道府県への報告及び公表の状況

・都道府県内国保組合の適用の状況
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10 連合会関係

(1) 審査事務

(2) 保険者支援

① 点検内容の偏り防止（職員配置等）

② 事故内容の数量的な把握

① 保険者事務共同電算処理事業及び第

・審査事務に関する指導状況

・保険者支援に関する指導状況

化

② 法令遵守（コンプライ

アンス）体制の整備

③ 一部負担金の適正化

９ 連合会関係

(1) 審査事務

(2) 保険者支援

・組合員の従事する業種

・組合員の住所

・組合員の勤務事業所の業態

・適用除外承認申請の適否

・客観的な証拠書類の確認

② 定期的な被保険者資格の再確認の実

施

① 基本方針の策定（組合会の決議）

② 担当理事の選任及び担当者の配置

（規約改正）

③ 出張所との業務委託契約への明記

④ 実践計画の策定

⑤ マニュアルの策定

⑥ 役職員への周知徹底

・ 実質無料化の是正

① 点検内容の偏り防止（職員配置等）

② 事故内容の数量的な把握

① 保険者事務共同電算処理事業及び第

・会計検査院又は指導監督により無資格適

用が確認された組合数 組合

・会計検査院又は指導監督により無資格適

用が確認された無資格加入者 人

・資格確認に関する指導状況

・未実施組合に対する指導状況

・基本方針未策定保険者数 保険者

・担当理事未選任保険者数 保険者

・法令遵守体制整備に関する指導状況

・一部負担金を実質無料化している組合数

組合

・一部負担金の取扱に関する指導状況

・審査事務に関する指導状況

・保険者支援に関する指導状況
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(3) 事務処理の適否

(4) その他

三者行為求償事務共同事業の効率化

② 医療費分析

③ レセプト点検に係る研修及び情報提

供

④ 保健事業に対する支援

⑤ 保険料（税）収納率向上アドバイザ

ーの活用

⑥ 国保運営方針を踏まえた共同事業の

支援

⑦ 小規模保険者支援

① 出納事務の適否

② 支払事務における内部牽制の適否

③ 公印及び預金通帳の管理

④ 効率的な資金運用

⑤ 適正な現金の保管状況

⑥ 審査委員会の状況

⑦ 自治監査

⑧ 関係金融機関との連携

① 非会員保険者が審査委託できる環境

整備

② 審査の質の向上の推進

③ 不正及び事故の防止と個人情報保護

・アドバイザーの活用実績

・事務処理に関する指導状況

・審査コストの見える化のための複式簿記

の導入などの検討状況

・診療報酬適正化連絡協議会の開催状況

・最近事例

(3) 事務処理の適否

(4) その他

三者行為求償事務共同事業の効率化

② 医療費分析

③ レセプト点検に係る研修及び情報提

供

④ 保健事業に対する支援

⑤ 在宅医療に必要な情報提供

⑥ 保険料（税）収納率向上アドバイザ

ーの活用

⑦ 広域化等支援方針を踏まえた共同事

業の支援

⑧ 小規模保険者支援

① 出納事務の適否

② 支払事務における内部牽制の適否

③ 公印及び預金通帳の管理

④ 効率的な資金運用

⑤ 適正な現金の保管状況

⑥ 審査委員会の状況

⑦ 自治監査

⑧ 関係金融機関との連携

① 非会員保険者が審査委託できる環境

整備

② 審査の質の向上の推進

③ 不正及び事故の防止と個人情報保護

・アドバイザーの活用実績

・事務処理に関する指導状況

・審査コストの見える化のための複式簿記

の導入などの検討状況

・診療報酬適正化連絡協議会の開催状況

・最近事例
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・都道府県への報告及び公表の状況

（○○都道府県事務打合せ調書 N/N）

・都道府県への報告及び公表の状況

（○○都道府県事務打合せ調書 N/N）
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○○市町村 事務打合せ調書

事 項 ポ イ ン ト 現状・問題点 打合せ事項等・摘要

第１ 市長村の状況

１ 市町村概況

２ 決算の状況 ① 実質収支差引額

② 単年度赤字の場合、原因の把握及び

予算での対応

③ 前年度繰上充用金の状況

④ 賦課総額の確保

⑤ 一般会計繰入の状況（法定外）

⑥ 基金の積立状況等

・市（町・村）の概況

・人 口 人

・全世帯数 世帯

・国保世帯数 世帯 ( %)

・被保険者数 人 ( %)

・一般被保険者の加入割合 ％

（うち前期高齢者 〃 ％）

（うち上記以外者 〃 ％）

・退職被保険者の加入割合 ％

・ 年度 百万円、 年度 百万円

・保険給付費等の額に対する前年度繰上充

用の割合 ％

・繰入れの理由及び繰入額の算定方法

・基金条例の制定（ 有 ・ 無 ）

・保険給付費に対する基金保有額の割合

（ 年度 ％）

○○市町村 事務打合せ調書

事 項 ポ イ ン ト 現状・問題点 打合せ事項等・摘要

第１ 市長村の状況

１ 市町村概況

２ 決算の状況 ① 実質収支差引額

② 単年度赤字の場合、原因の把握及び

予算での対応

③ 前年度繰上充用金の状況

④ 賦課総額の確保

⑤ 一般会計繰入の状況（法定外）

⑥ 基金の積立状況等

・市（町・村）の概況

・人 口 人

・全世帯数 世帯

・国保世帯数 世帯 ( %)

・被保険者数 人 ( %)

・一般被保険者の加入割合 ％

（うち前期高齢者 〃 ％）

（うち上記以外者 〃 ％）

・退職被保険者の加入割合 ％

・ 年度 百万円、 年度 百万円

・保険給付費等の額に対する前年度繰上充

用の割合 ％

・繰入れの理由及び繰入額の算定方法

・基金条例の制定（ 有 ・ 無 ）

・保険給付費に対する基金保有額の割合

（平成 年度 ％）
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第２ 指導監督の状況

(1) 前回打合せ結果の改善状

況

① 厚生労働省前回打合せ

（ 年 月）

② 都道府県前回打合せ

（ 年 月）

(2) 理事者面談の状況

第３ 事業の実施状況

１ 事業計画

２ 財政関係

(1) 予算の状況

①予算編成

・打合せ事項と改善状況

・改善されていない事項がある場合、そ

の理由及び今後の対策

（打合せ事項）

・懸案事項

・市長村の対応者

① 国保運営方針の反映

② 事業運営に必要な諸統計資料の整備

分析

③ 具体的な実施体制・方法の明記

④ 予算への反映

① 予算編成通知に基づく推計（過大又

は過小見積はないか）

（改善状況）

（改善状況）

・理事者の考え方

第２ 指導監督の状況

(1) 前回打合せ結果の改善状

況

① 厚生労働省前回打合せ

（ 年 月）

② 都道府県前回打合せ

（ 年 月）

(2) 理事者面談の状況

第３ 事業の実施状況

１ 事業計画

２ 財政関係

(1) 予算の状況

①予算編成

・打合せ事項と改善状況

・改善されていない事項がある場合、そ

の理由及び今後の対策

（打合せ事項）

・懸案事項

・市長村の対応者

① 広域化等支援方針の反映

② 事業運営に必要な諸統計資料の整備

分析

③ 具体的な実施体制・方法の明記

④ 予算への反映

① 予算編成通知に基づく推計（過大又

は過小見積はないか）

（改善状況）

（改善状況）

・理事者の考え方
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②予算執行

(2)赤字削減・解消計画

② 保険料（税）収入、特別調整交付金

の見積の適否

③ 国保事業以外の経費の計上（分担

金・交付金・諸謝金・保健事業等）

④ 事業実施に必要な予算の計上（赤字

削減・解消計画）

① 歳入の適否（受入科目、受入年度等）

② 歳出の適否（国保事業に関係ない歳

出はないか）

③ 支払事務の適否（保険給付費等）

④ 関係帳票、証拠書類の整備

① 赤字削減・解消目標年次

② 計画の妥当性

・保険料(税)賦課（予定収納率、所得

見込額等）

・収納対策（効果見込額）

・医療費適正化対策（効果見込額）

・予算への反映（実現可能性）

③ 計画の実施状況

・ 年度解消

・計画どおり削減・解消していない場合、

その原因

・ 法定外繰入の解消などについて先進事例

②予算執行

(2)赤字解消（解消計画）

② 保険料（税）収入、特別調整交付金

の見積の適否

③ 国保事業以外の経費の計上はないか

（分担金・交付金・諸謝金・保健事

業等）

④ 必要経費の計上（事業計画・赤字解

消計画）

① 歳入の適否（受入科目、受入年度等）

② 歳出の適否（国保事業に関係ない歳

出はないか）

③ 支払事務の適否（保険給付費等）

④ 関係帳票、証拠書類の整備

① 赤字解消目標年次

② 計画の妥当性

・保険料(税)賦課（予定収納率、所得

見込額等）

・収納対策（効果見込額）

・医療費適正化対策（効果見込額）

・予算への反映（実現可能性）

③ 計画の実施状況

・計画どおり解消していない場合、

その原因

・平成 年度解消

・計画どおりの解消の有無（ 有 ・ 無 ）
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３ 適用関係

(1) 被保険者の適用

(2) 居所不明被保険者対策

(3) 適用適正化調査

(4) 遡及適用・賦課

４ 保険料(税)の賦課

① 国民年金被保険者情報の活用

② 世帯認定（特に擬制世帯）

③ 外国人の適用

④ 退職被保険者（被扶養者含む）の適

用

① 事務処理の方法、処理状況

② 未処理分がある場合その理由

① 対象者の把握

擬制世帯、軽減世帯、所得零世帯、

所得申告のない世帯,その他

② 実施状況

・実施状況

が見られた場合、その内容【参考】

・活用の有・無

・年金受給者情報の活用の有・無

・振替整理簿の補助金申請事務への活用

適 ・ 否

・取扱要領 (有 ・ 無）( 年 月作成)

・住民基本台帳との連動処理（ 有 ・ 無 ）

・月間の設定 月

・調査未了件数 件

・ 年度から実施

３ 適用関係

(1) 適正化対策

① 被保険者の適用の適正

化

② 退職被保険者の適用の

適正化（被扶養者含む）

③ 遡及適用・賦課

(2) 居所不明被保険者対策

(3) 適用適正化調査

４ 保険料(税)の賦課

④ 今後の赤字解消対策

① 国民年金被保険者情報の活用

② 世帯認定（特に擬制世帯）

③ 外国人の適用

① 年金受給者情報の活用

② 届出勧奨の状況

③ 職権適用の状況

④ 遡及該当者の振替整理簿

・実施状況

① 事務処理の方法、処理状況

② 未処理分がある場合その理由

① 対象者の把握

擬制世帯、軽減世帯、所得零世帯、

所得申告のない世帯,その他

② 実施状況

・活用の有・無

・活用の有・無

・勧奨に対する届出の割合

（平成 年度 ％）

・平成 年度 件

・補助金申請事務への活用 適 ・ 否

・平成 年度から実施

・取扱要領 (有 ・ 無）( 年 月作成)

・住民基本台帳との連動処理（ 有 ・ 無 ）

・月間の設定 月

・調査未了件数 件
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(1) 所得把握

(2) 保険料(税)率

(3) 賦課限度額

(4) 不服申請の教示

５ 保険料（税）の収納対策

(1) 収納率向上対策

(2) 納期内納入促進対策

① 申告のない世帯に対する取扱い

② 未申告者・軽減世帯に対する賦課の

方法

③ 共有名義の固定資産の把握

・乖離の理由、今後の見込み

・法定額に達していない理由、今後の見

込み

① 徴収計画

② 収納率目標の設定

③ 収納状況

④ 本年度の収納状況

（現年度分・滞納繰越分）

⑤ 現状の分析

① 口座振替等の促進状況

・未申告者把握の調査方法

・未申告者・軽減世帯の件数 件

・市町村標準保険料(税)率

・実際の保険料(税)率

・ 年度 万円 、 年度 万円

・教示の有・無

・徴収計画の有・無

・目標収納率（ 年度 ％）

（現年度分） （滞納繰越分）

年度 ％ 年度 ％

年度 ％ 年度 ％

年度 ％ 年度 ％

・年度途中の状況（対前年同期比）

年 月 現在 %・ %

・口座振替（ 年度 ％、 年度 ％）

・納付組織（ 年度 ％、 年度 ％）

(1) 賦課限度額

(2) 賦課割合

(3) 所得把握

(4) 不服申請の教示

５ 保険料（税）の収納対策

(1) 収納率向上対策

(2) 納期内納入促進対策

・法定額に達していない理由、今後の見

込み

・平準化していない理由、今後の見込み

① 申告のない世帯に対する取扱い

② 未申告者に対する賦課の方法

③ 共有名義の固定資産の把握

① 徴収計画

② 収納率目標の設定

③ 収納状況

④ 本年度の収納状況

（現年度分・滞納繰越分）

⑤ 現状の分析

① 口座振替等の推進状況

・ 年度 万円 、 年度 万円

・ 年度 ： 、 年度 ：

・未申告者把握の調査方法

・未申告者の件数 件

・教示の有・無

・徴収計画の有・無

・目標収納率（ 年度 ％）

（現年度分） （滞納繰越分）

年度 ％ 年度 ％

年度 ％ 年度 ％

年度 ％ 年度 ％

・年度途中の状況（対前年同期比）

年 月 現在 %・ %

・口座振替（ 年度 ％、 年度 ％）

・納付組織（ 年度 ％、 年度 ％）
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(3) 滞納者対策

① 滞納世帯の状況

② 滞納原因の分析

③ 体制の状況

④ 嘱託徴収員等の活用

⑤ 徴収活動の状況

② 口座振替の促進方法（例：口座振替

の原則化、マルチペイメントシステ

ムを活用した口座振替の実施等）

③ その他の納期内納入促進対策実施状

況及び計画（例：納期回数、ペイジ

ー、コンビニ収納、コールセンター

等）

④ 広報

⑤ 本年度新たに実施した対策

・全庁体制等の整備

① 嘱託徴収員等の役割

② 職員との連携方法

③ 活動状況（担当・訪問件数等）

① 徴収活動マニュアル等による活動

状況（活動の流れ）

・文書催告（督促状、催告書等）

・特別徴収（ 年度 ％、 年度 ％）

・滞納世帯割合

（ 年度 ％、 年度 ％、 年

度 ％）

・徴収担当課 課うち徴収担当職

員 名

・嘱託徴収員の人数 名

・マニュアルの有・無

(3) 滞納者対策

① 滞納世帯の状況

② 滞納原因の分析

③ 体制の状況

④ 嘱託徴収員等の活用

⑤ 徴収活動の状況

② 口座振替の推進方法（例：口座振替

の原則化、マルチペイメントシステ

ムを活用した口座振替の実施等、）

③ その他の納期内納入促進対策実施状

況及び計画（例：納期回数、ペイジ

ー、コンビニ収納、コールセンター

等）

④ 広報

⑤ 本年度新たに実施した対策

・全庁体制等の整備

① 嘱託徴収員等の役割

② 職員との連携方法

③ 活動状況（担当・訪問件数等）

① 徴収活動マニュアル等による活動

状況（活動の流れ）

・文書催告（督促状、催告書等）

・特別徴収（ 年度 ％、 年度 ％）

・滞納世帯割合

（ 年度 ％、 年度 ％、 年

度 ％）

・徴収担当課 課うち徴収担当職

員 名

・嘱託徴収員の人数 名

・マニュアルの有・無
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(4) 滞納処分等の実施状況

① 滞納処分（差押え）

② 税務担当部署との連携

③ 延滞金

④ 不納欠損

・電話催告

・納付相談（呼出し等）

・嘱託徴収員等の戸別徴収

・職員の戸別徴収

② 短期被保険者証

③ 被保険者資格証明書

・特別な事情の把握

④ 給付制限

⑤ 本年度新たに実施した対策

① 差押えの実施基準、実施状況

② 換価の状況

③ 参加差押及び交付要求の状況

④ 執行停止の状況

・情報交換、滞納処分等

・調定していない場合はその理由

・短期証 発行 件

・資格証 発行 件

・実施件数 件

・差押件数 件、債権金額 千円

・換価件数 件、換価金額 千円

・換価割合（件数） ％、（金額） ％

・参加差押件数 件、交付要求件数 件

(このうち配当があったもの 件、 千円)

・件数 件、金額 千円

（主な理由）

・実施状況

・延滞金の調定（ 有・無 ）

・延滞金の収納率 ％

・件数 件、金額 千円

(4) 滞納処分等の実施状況

① 滞納処分（差押え）

② 税務担当部署との連携

③ 延滞金

④ 不納欠損

・電話催告

・納付相談（呼出し等）

・嘱託徴収員等の戸別徴収

・職員の戸別徴収

② 短期被保険者証

③ 被保険者資格証明書

・特別な事情の把握

④ 給付制限

⑤ 本年度新たに実施した対策

① 差押えの実施基準、実施状況

② 換価の状況

③ 参加差押及び交付要求の状況

④ 執行停止の状況

・情報交換、滞納処分等

・調定していない場合はその理由

・短期証 発行 件

・資格証 発行 件

・実施件数 件

・差押件数 件、債権金額 千円

・換価件数 件、換価金額 千円

・換価割合（件数） ％、（金額） ％

・参加差押件数 件、交付要求件数 件

(このうち配当があったもの 件、 千円)

・件数 件、金額 千円

（主な理由）

・実施状況

・延滞金の調定（ 有・無 ）

・延滞金の収納率 ％

・件数 件、金額 千円
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６ 医療費関係

(1) 医療費の現状

(2) 医療費の適正化

① 高医療費対策

② 医療費分析

③ レセプト内容点検の実

施状況

(ァ) 内容点検体制

(ィ) 内容点検の実施状況

(ゥ) レセプト点検研修

(ェ) レセプト集団打合せ

① 医療費の動向

② 特徴（医療施設等）

・国保運営方針に基づく医療費適正化対

策の実施状況

① 医療費分析の実施

② 連合会との連携

③ 分析結果の活用

① 委託、自前の状況等

② 嘱託職員又は委託業者の管理

① 対象レセプトの範囲

② 点検事項

・研修への参加等実施状況

・実施計画の策定（目標、改善事項）

（主な理由）

・一人当たり医療費 年度 円

・地域差指数 年度 倍

・病院 施設、診療所 施設

・内容点検効果率

年度 ％ , 年度 ％

・連合会チェックリストの活用（ 有・無 ）

・連合会システムの活用状況

６ 医療費関係

(1) 医療費の現状

(2) 医療費の適正化

① 高医療費対策

② 医療費分析

③ レセプト内容点検の実

施状況

(ァ) 内容点検体制

(ィ) 内容点検の実施状況

(ゥ) レセプト点検研修

(ェ) レセプト集団打合せ

(ォ) 第三者行為求償事務の

処理状況

① 医療費の動向

② 特徴（医療施設等）

・ 広域化等支援方針に基づく医療費適

正化対策の実施状況

・連合会との連携

① 委託、自前の状況等

② 嘱託職員又は委託業者の管理

① 対象レセプトの範囲

② 点検事項

・研修への参加等実施状況

・実施計画の策定（目標、改善事項）

① 対象者の把握方法（交通事故等）

② 代位取得、求償事務の処理状況

（主な理由）

・一人当たり医療費 年度 円

・地域差指数 年度 倍

・病院 施設、診療所 施設

・分析結果の活用方法

・内容点検効果率

年度 ％ , 年度 ％

・連合会チェックリストの活用（ 有・無 ）

・連合会システムの活用状況

・連合会共同事業（ 加入 ・ 未加入 ）
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④ 療養費の支給の適正化

⑤ 第三者求償の取組強化

⑥ 後発医薬品及び適正受

診の周知・啓発

⑦ 重複・頻回受診者、重

複・多剤投与者対策

７ 保健事業

(1) データヘルス計画

①患者調査の実施状況

②保険適用外の施術についての広報状況

③医療費通知の実施状況

①損害保険関係団体との連携状況

②第三者行為求償事務アドバイザーの活

用状況

① 後発医薬品の周知・啓発

② 後発医薬品希望カード等の配布

③ 差額通知の実施

④ 適正受診の周知・啓発

・医療費通知の実施状況

・その他の適正受診に係る周知の内容

①保健師等の活用による実施状況(指導

方法、実績、結果)

②連合会リスト、レセプトの活用等によ

る把握、選定状況

③医療費データの提供

・データヘルス計画の作成及び実施状況

・ 年度 件、 年度 件

・損害保険関係団体との連携（ 有 ・ 無 ）

・第三者行為事務求償事務アドバイザーの

活用（ 有 ・ 無 ）

・周知・啓発の方法

・配布種類・件数 件（ 年度）

・通知件数 件（ 年度）

・実施していない場合の理由

・柔整に係る内容が含まれているか

・内容及び実施方法

・保健師数 名(うち国保専任 名)

・重複・頻回受診者リスト出力(年 回)

重複受診者 件

頻回受診者 件

重複・多剤投与者 件

④ 後発医薬品及び適正受

診の周知・啓発

⑤ 在宅医療の推進

⑥ 重複・頻回受診者及び長

期入院者に対する訪問

問題等

６ 保健事業

① 後発医薬品の周知・啓発

② 後発医薬品希望カードの配布

③ 差額通知の実施

④ 適正受診の周知・啓発

・医療費通知の実施状況

・その他の適正受診に係る周知の内容

・実施方法

①保健師等の活用による指導実施状況

(指導方法、実績、結果)

②連合会リスト、レセプトの活用等によ

る把握、選定状況

③医療費データの提供

・周知・啓発の方法

・配布件数 件（平成 年度）

・通知件数 件（平成 年度）

・実施していない場合の理由

・柔整に係る内容が含まれているか

・内容及び実施方法

・保健師数 名(うち国保専任 名)

・重複・頻回受診者リスト出力(年 回)

重複受診者 件

頻回受診者 件

・長期入院者リストの出力（有・無）
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(2) 特定健康診査・特定保健

指導

(3) 直営診療施設の現状

(4) 健康管理センター等の

現状

(5) 国保保健事業

① 目標（値）と実績等（進捗状況）

② 健診の実施方法等

（集団・個別、実施時期）

③ 受診率向上対策

④ 保健指導の実施方法等

（直営・委託、実施時期、中断者防止

対策）

⑤ 実施率向上対策

⑥ 実施部門が国保以外の他部局の場合

（連携、調整の内容、役割分担）

① 活用・連携方針

② 運営状況

③ 総合相談窓口の設置

① 活用・連携方針

② 運営状況

・実施状況

（受診率） （指導実施率）

（目標：実績） （目標：実績）

① 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

② 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

③ 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

④ 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

⑤ 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

・向上対策の効果

・向上対策の効果

・直営診療施設（ 有 ・ 無 ）

・健康管理センター（ 有 ・ 無 ）

・歯科保健センター（ 有 ・ 無 ）

・総合保健施設 （ 有 ・ 無 ）

(1) 特定健康診査・特定保健

指導

(4) 直営診療施設の現状

(5) 健康管理センター等の

現状

(6) 国保保健事業

① 目標（値）と実績等（進捗状況）

② 健診の実施方法等

（集団・個別、実施時期）

③ 受診率向上対策

④ 保健指導の実施方法等

（直営・委託、実施時期、中断者防止

対策）

⑤ 実施率向上対策

⑥ 実施部門が国保以外の他部局の場合

（連携、調整の内容、役割分担）

① 活用・連携方針

② 運営状況

③ 総合相談窓口の設置

① 活用・連携方針

② 運営状況

・実施状況

（受診率） （指導実施率）

（目標：実績） （目標：実績）

① 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

② 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

③ 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

④ 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

⑤ 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

・向上対策の効果

・向上対策の効果

・直営診療施設（ 有 ・ 無 ）

・健康管理センター（ 有 ・ 無 ）

・歯科保健センター（ 有 ・ 無 ）

・総合保健施設 （ 有 ・ 無 ）

・事業費の保険料(税)収入に対する割合 %
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８ 事務処理等の適正化

(1) 事務の標準化、効率化、

広域化

(2) 補助金申請の適正化

(3) 不正及び事故防止対策

９ その他

(1) 国民健康保険運営協議

会の開催

(2) 保険者協議会における

各保険者との連携

(3) 被保険者証の個人カー

ド化及び被保険者証と

高齢受給者証の一体化

・国保単独事業

・市町村保健事業との連携

・企画等への参加

・共同実施の場合の役割分担

・国保運営方針に基づく事務の標準化等

の実施状況

① 交付申請担当者以外のチェック体制

② 補助金の交付要綱・交付基準の担当

者以外による確認体制

① 職員研修の実施状況

② 相互牽制体制の確立

③ 自治監査の実施

・開催状況

・開催状況

・未実施の場合の実施に向けた検討状況

・事業費の保険料(税)収入に対する割合 %

・直近実施年月 年 月実施

７ 補助金申請事務

・補助金申請の適正化

８ その他

(1) 国民健康保険運営協議

会の開催

(2) 保険者協議会における

各保険者との連携

(3) 被保険者証の個人カー

ド化

・国保単独事業

・市町村保健事業との連携

・企画等への参加

・共同実施の場合の役割分担

① 交付申請担当者以外のチェック体制

② 補助金の交付要綱・交付基準の担当

者以外による確認体制

・開催状況

・開催状況

・未実施の場合の実施に向けた検討状況
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(4) 個人情報の取扱い及び

レセプト開示の状況

① 個人情報の適切な取扱い

② 条例等の内容

③ レセプト開示の実績

（○○市町村事務打合せ調書 N/N）

(4)不正及び事故防止対策

(5) 個人情報の取扱い及び

レセプト開示の状況

① 職員研修の実施状況

② 相互牽制体制の確立

③ 自治監査の実施

① 個人情報の適切な取扱い

② 条例等の内容

③ レセプト開示の実績

・直近実施年月 年 月実施

（○○市町村事務打合せ調書 N/N）
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○○国保組合 指導監督調書

事 項 現 状 ・ 問 題 点 指導事項等・摘要

第１ 国保組合の概況

１ 組織の運営状況

２ 業務分担

３ 規約（規定）の整備等

４ 法令遵守体制の整備

・組合員数 名

・被保険者数 名

・支部数 支部、うち委託契約している支部 支部

・出張所数 出張所、うち委託契約している出張所 出張所

・本部職員 名、支部職員 名、出張所職員 名

（業務委託を除く）

・本部業務

・支部業務

・出張所業務

・本部・支部・出張所の連携方法

・規約例との相違事項

・基本方針の策定 年 月策定

・法令遵守担当理事の選任 年 月選任（兼務の

有無）

・出張所との業務委託契約への明記 年 月から実施

○○国保組合 指導監督調書

事 項 現 状 ・ 問 題 点 指導事項等・摘要

第１ 国保組合の概況

１ 組織の運営状況

２ 業務分担

３ 規約（規定）の整備等

４ 法令遵守体制の整備

・組合員数 名

・被保険者数 名

・支部数 支部、うち委託契約している支部 支部

・出張所数 出張所、うち委託契約している出張所 出張所

・本部職員 名、支部職員 名、出張所職員 名

（業務委託を除く）

・本部業務

・支部業務

・出張所業務

・本部・支部・出張所の連携方法

・規約例との相違事項

・基本方針の策定 年 月策定

・法令遵守担当理事の選任 年 月選任（兼務の

有無）

・出張所との業務委託契約への明記 年 月から実施
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５ 理事会の運営状況

６ 組合会の運営状況

７ 監事監査の状況

第２ 前回指導監督の状況

１ 都道府県の指導監督の状況

（前回 年 月）

２ 厚生（支）局の指導監督の

状況

（前回 年 月）

第３ 事業の実施状況

１ 事業計画

・実践計画の策定 年 月策定

・マニュアルの策定 年 月策定

・役職員への周知徹底（周知方法）

・開催状況

・通常組合会 （ 年 月開催 ）

・臨時組合会 （ 年 月開催 ）

・ 年 月実施

・指摘事項

・指摘事項に対する改善状況

・指摘事項に対する改善状況

・事業運営に必要な諸統計資料の整備分析

３ 理事会の運営状況

４ 組合会の運営状況

５ 監事監査の状況

第２ 前回指導監督の状況

１ 都道府県の指導監督の状況

（前回 年 月）

２ 厚生（支）局の指導監督の

状況

（前回 年 月）

第３ 事業の実施状況

１ 事業計画

・実践計画の策定 年 月策定

・マニュアルの策定 年 月策定

・役職員への周知徹底（周知方法）

・開催状況

・通常組合会 （ 年 月開催 ）

・臨時組合会 （ 年 月開催 ）

・ 年 月実施

・指摘事項

・指摘事項に対する改善状況

・指摘事項に対する改善状況

・事業運営に必要な諸統計資料の整備分析
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２ 財政運営

３ 積立金の状況

４ 適用関係

(1) 被保険者資格の適正化

① 新規加入時の組合員資格

の確認

② 定期的な組合員資格の確

認

③ 適用除外承認処理状況

(2) 資格の管理

① 除名状況

・ 年度決算 実質収支 千円、単年度実質収支 千円

・ 年度決算 実質収支 千円、単年度実質収支 千円

・赤字の場合、赤字削減・解消計画の策定状況

・特別積立金 年度 千円( ％) 年度 千円( ％)

・給付費等支払準備金 年度 千円( ％) 年度 千円( ％)

・積立金 年度 千円( ％) 年度 千円( ％)

・積立金の取崩し状況 年度 千円 年度 千円

・取崩しの理由

（確認方法及び確認のための証拠書類）

・組合員の従事する業種の確認

・組合員の住所の確認

・健康保険の適用を受けるべき者かどうか

・勤務事業所の業態等

（実施時期・確認項目及び確認のための証拠書類）

・実施時期 年毎

・事務処理の流れ

・ 年度 名

２ 財政運営

３ 積立金の状況

４ 適用関係

(1) 被保険者資格の適正化

① 新規加入時の組合員資格

の確認

② 定期的な組合員資格の確

認

③ 適用除外承認処理状況

(2) 資格の管理

① 除名状況

・ 年度決算 実質収支 千円、単年度実質収支 千円

・ 年度決算 実質収支 千円、単年度実質収支 千円

・特別積立金 年度 千円( ％) 年度 千円( ％)

・給付費等支払準備金 年度 千円( ％) 年度 千円( ％)

・積立金 年度 千円( ％) 年度 千円( ％)

・積立金の取崩し状況 年度 千円 年度 千円

・取崩しの理由

（確認方法及び確認のための証拠書類）

・組合員の従事する業種の確認

・組合員の住所の確認

・健康保険の適用を受けるべき者かどうか

・勤務事業所の業態等

（実施時期・確認項目及び確認のための証拠書類）

・実施時期 年毎

・事務処理の流れ

・ 年度 名
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② 保険証の取扱い

５ 保険料関係

(1) 保険料賦課方法

(2) 保険料徴収

(3) 滞納対策

・除名の理由

・理事会の承認

・回収状況

年度 年度

事業主である組合員 円 ← 円

従業員である組合員 円 ← 円

組合員でない被保険者 円 ← 円

・一人当たり保険料

年度 円、 年度 円

・組合員への納額告知

・徴収率（現年度分） 年度 ％、 年度 ％

・徴収方法 （納付回数： 回）

①窓口徴収（各協力員の徴収） ％

②口座振替（銀行等） ％

③郵便振替（手数料組合負担） ％

・徴収猶予、保険料減免の状況

①徴収猶予 年度 件実施（理由）

②保険料減免 年度 件実施（理由）

・滞納状況

(滞納世帯数) 年度 世帯（ ％）

② 保険証の取扱い

５ 保険料関係

(1) 保険料賦課方法

(2) 保険料徴収

(3) 滞納対策

・除名の理由

・理事会の承認

・回収状況

年度 年度

事業主である組合員 円 ← 円

従業員である組合員 円 ← 円

組合員でない被保険者 円 ← 円

・一人当たり保険料

年度 円、 年度 円

・組合員への納額告知

・徴収率（現年度分） 年度 ％、 年度 ％

・徴収方法 （納付回数： 回）

①窓口徴収（各協力員の徴収） ％

②口座振替（銀行等） ％

③郵便振替（手数料組合負担） ％

・徴収猶予、保険料減免の状況

①徴収猶予 年度 件実施（理由）

②保険料減免 年度 件実施（理由）

・滞納状況

(滞納世帯数) 年度 世帯（ ％）
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６ 医療費関係

(1) 医療費の把握・分析

・連合会リストの活用

(2) レセプト点検調査

① 一人当たり効果額

② 点検体制

③ 返戻・過誤の事務処理の

適否

④ 療養費の支給の適正化

⑤ 第三者求償事務

(3) 後発医薬品及び適正受診

の周知啓発

(4) 重複・頻回受診者、重複・

(滞納額) 年度 千円

(滞納理由)

・未納者対策

・延滞金の調定 年度 千円

（調定していない場合はその理由）

・一人当たり診療費 （ 年度 円 ）

（活用状況）

（リスト名）

・ 年度 一人当たり財政効果額 円

・委託・自前の別

・療養費の支給の適正化に向けた取組状況

・第三者行為に関する取組状況

・医療費通知の実施状況

・後発医薬品希望カードの配布

・差額通知の実施 年 月から実施

・差額通知未実施の場合その理由

・保健師の活用（設置）等

６ 医療費関係

(1) 医療費の把握・分析

・連合会リストの活用

(2) レセプト点検調査

① 一人当たり効果額

② 点検体制

③ 返戻・過誤の事務処理の

適否

④ 第三者行為事故求償事務

(3) 後発医薬品及び適正受診

の周知啓発

(4) 在宅医療、重複・頻回受診

(滞納額) 年度 千円

(滞納理由)

・未納者対策

・延滞金の調定 年度 千円

（調定していない場合はその理由）

・一人当たり診療費 （ 年度 円 ）

（活用状況）

（リスト名）

・ 年度 一人当たり財政効果額 円

・委託・自前の別

・第三者行為によるレセプトの確認方法

・医療費通知の実施状況

・後発医薬品希望カードの配布

・差額通知の実施 年 月から実施

・差額通知未実施の場合その理由

・保健師の活用（設置）等
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多剤投与者対策

７ 保健事業

・ 特定健診・特定保健指導

８ その他

(1) 一部負担金

(2) 現金給付

(3) 事務処理の適正化

① 補助金申請事務の適正化

② 不正、事故防止及び個人情

報保護

・目標（値）と実績等（進捗状況）

（受診率） （指導実施率）

（目標：実績） （目標：実績）

① 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

② 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

③ 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

・受診率向上対策

・現物給付 割給付

・一部負担金の取扱の適否（付加給付等で実質無料化していないか）

・付加給付を行う場合の一部負担金の上限額 円

・給付の種類

・現金給付に係る事務処理は適正か

・申請の事前チェック体制

・個人情報の取扱い（関係規程の整備状況）

・レセプト開示の状況

（ 国保組合指導監督調書 N/N）

対策の推進

７ 保健事業

・ 特定健診・特定保健指導

８ その他

(1) 一部負担金

(2) 現金給付

(3) 事務処理の適正化

① 補助金申請事務の適正化

② 不正、事故防止及び個人情

報保護

・目標（値）と実績等（進捗状況）

（受診率） （指導実施率）

（目標：実績） （目標：実績）

① 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

② 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

③ 年度（ ％： ％）（ ％： ％）

・受診率向上対策

・現物給付 割給付

・一部負担金の取扱の適否（付加給付等で実質無料化していないか）

・付加給付を行う場合の一部負担金の上限額 円

・給付の種類

・現金給付に係る事務処理は適正か

・申請の事前チェック体制

・個人情報の取扱い（関係規程の整備状況）

・レセプト開示の状況

（ 国保組合指導監督調書 N/N）
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○○都道府県国保連合会 指導監督調書

事 項 ポ イ ン ト 現状・問題点 指導事項等・摘要

第１ 連合会の概況

１ 組織の運営状況

① 組織体制

② 総会の開催状況

③ 理事会の開催状況

④ 監事監査の実施状況

○ 組織運営は規約に基づき行われてい

るか

・役員の選任

・監事の兼職はないか

・役員の補充は適正か

・職員の配置は適正か

・開催時期、回数及び議事内容は適切か

・開催時期、回数及び議事内容は適切か

・理事人数（ 人）

・監事人数（ 人）

・欠員がある場合の対応

・職員数 （ 人）

・職員の配置割合

（総務 ％、事業 ％、審査 ％）

・通常総会 年 月開催

・臨時総会 年 月開催

・議決事項

・ 年度開催状況 （ 回開催）

・議決事項

・ 年 月 日実施

・指摘事項

・改善状況

○○都道府県国保連合会 指導監督調書

事 項 ポ イ ン ト 現状・問題点 指導事項等・摘要

第１ 連合会の概況

１ 組織の運営状況

① 組織体制

② 総会の開催状況

③ 理事会の開催状況

④ 監事監査の実施状況

① 組織運営は規約に基づき行われてい

るか

・役員の選任

・監事の兼職はないか

・役員の補充は適正か

・職員の配置は適正か

② 支部組織の単位・設置数

（本部との役割分担は、適切か）

・開催時期、回数及び議事内容は適切か

・開催時期、回数及び議事内容は適切か

・理事人数（ 人）

・監事人数（ 人）

・欠員がある場合の対応

・職員数 （ 人）

・職員の配置割合

（総務 ％、事業 ％、審査 ％）

・支部の業務内容及び本部との連携状況

・通常総会 年 月開催

・臨時総会 年 月開催

・議決事項

・ 年度開催状況 （ 回開催）

・議決事項

・ 年 月 日実施

・指摘事項

・改善状況
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第２ 前回指導監督結果の

改善状況

１ 前回厚生労働省指導監

督（ 年 月）

２ 前回都道府県指導監督

（ 年 月）

第３ 事業運営

１ 審査支払事務

(1) 審査支払事務の概況

(2) 審査委員会の状況

① 審査体制

② 審査期間

① 指摘事項と改善状況

② 改善されていない事項がある場合、

その理由及び今後の対策

① 指導事項と改善状況

② 改善されていない事項がある場合、

その理由及び今後の対策

① 審査対象レセプト枚数

② レセプト電算に伴う効率化の進捗状

況

・審査枚数の増加への対応

① 審査に必要な委員の確保の状況

② 事務共助の体制

① 必要な審査期間の確保の状況

② 事務共助の点検期間

（改善状況）

（改善状況）

年度

・医科 枚（増減 ％）

・歯科 枚（増減 ％）

・調剤 枚（増減 ％）

・審査委員数

（医科 人、歯科 人、調剤 人）

・事務共助の職員数（ 人）

・審査日数 （ 日）

・事務共助の日数 （ 日）

第２ 前回指導監督結果の

改善状況

１ 前回厚生労働省指導監

督（ 年 月）

２ 前回都道府県指導監督

（ 年 月）

第３ 事業運営

１ 審査支払事務

(1) 審査支払事務の概況

(2) 審査委員会の状況

① 審査体制

② 審査期間

① 指摘事項と改善状況

② 改善されていない事項がある場合、

その理由及び今後の対策

① 指導事項と改善状況

② 改善されていない事項がある場合、

その理由及び今後の対策

① 審査対象レセプト枚数

② レセプト電算に伴う効率化の進捗状

況

・審査枚数の増加への対応

① 審査に必要な委員の確保の状況

② 事務共助の体制

① 必要な審査期間の確保の状況

② 事務共助の点検期間

（改善状況）

（改善状況）

平成 年度

・医科 枚（増減 ％）

・歯科 枚（増減 ％）

・調剤 枚（増減 ％）

・審査委員数

（医科 人、歯科 人、調剤 人）

・事務共助の職員数（ 人）

・審査日数 （ 日）

・事務共助の日数 （ 日）
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③ 査定率

(3) 再審査の状況

① 再審査申出件数

② 再審査の査定率

(4) その他

① 支払基金との情報交

換

② 審査委員会職員の研

修状況等

２ 保険者支援

(1) 共同事業

① 共同電算事業

・他連合会及び支払基金と比較してど

うか

・他連合会及び支払基金と比較してど

うか

・定期的な実施

・研修の実施状況

・外部研修への派遣状況

① 加入状況

・ 年度

・医科 ％

・歯科 ％

・調剤 ％

・ 年度

・医科 ％

・歯科 ％

・調剤 ％

・ 年度

・原審 ％

・復活 ％

・情報交換の内容

・ 年度 回実施

・未加入保険者数 保険者

③ 査定率

(3) 再審査の状況

① 再審査申出件数

② 再審査の査定率

(4) その他

① 支払基金との情報交

換

② 審査委員会職員の研

修状況等

２ 保険者支援

(1) 共同事業

① 共同電算事業

・他連合会及び支払基金と比較してど

うか

・他連合会及び支払基金と比較してど

うか

・定期的な実施

・研修の実施状況

・外部研修への派遣状況

① 加入状況

・平成 年度

・医科 ％

・歯科 ％

・調剤 ％

・平成 年度

・医科 ％

・歯科 ％

・調剤 ％

・平成 年度

・原審 ％

・復活 ％

・情報交換の内容

・ 年度 回実施

・未加入保険者数 保険者
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② 高額医療費共同事業

③ 療養費の支給事務

④ 第三者求償事務

(2) レセプト点検支援

①レセプト点検受託状況

② 出力帳票

（保険者の要望、活用状況を踏まえた

ものとなっているか）

③ 保険者の活用状況と要望の把握

・交付対象額が基準（８０万円）どおり

となっているか

① 第三者行為求償事務専門員の設置等

② 事務処理件数

③ 処理の範囲（交通事故、その他）

④ 求償の範囲（保険分のみ）

⑤ 相談業務の実施状況

・保険者による国保総合システムの活用

状況

① 重複・頻回受診者リストの出力要件

回数、時期等

② 長期入院者リストの出力要件、回数時

期等

③ 退職被保険者等適用勧奨状

④ その他オプションの内容

・交付対象額 万円

・受託状況

・第三者行為求償事務専門員 名

（ 年 月設置）

・ 年度 件

・受託保険者数

・受託項目別保険者数

② 高額医療費共同事業

③ 第三者行為求償事務

(2) レセプト点検支援

①レセプト点検受託状況

② 出力帳票

（保険者の要望、活用状況を踏まえた

ものとなっているか）

③ 保険者の活用状況と要望の把握

・交付対象額が基準（８０万円）どおり

となっているか

① 第三者行為求償事務専門員の設置等

② 事務処理件数

③ 処理の範囲（交通事故、その他）

④ 求償の範囲（保険分のみ）

⑤ 相談業務の実施状況

・保険者による国保総合システムの活用

状況

① 重複・頻回受診者リストの出力要件

回数、時期等

② 長期入院者リストの出力要件、回数時

期等

③ 退職被保険者等適用勧奨状

④ その他オプションの内容

・交付対象額 万円

・第三者行為求償事務専門員 名

（ 年 月設置）

・ 年度 件

・受託保険者数

・受託項目別保険者数
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②チェックリスト等の提

供

③レセプト点検研修等

④その他

(3) 保健事業支援

①支援体制

②支援状況

(4) 小規模保険者支援

(5) 広域化等支援方針を踏

・点検要領、事例集の作成配付（有・無）

・保険者への研修の実施状況

・研修の内容

① 後発医薬品差額通知の共同実施

② 在宅医療等推進支援事業支援の状況

③ 重複・頻回受診、重複・多剤投与対

策支援の状況

④ コンピュータチェック項目数

・支援体制の状況（保健師の設置、担当

職員の配置等）

・特定健康診査・特定保健指導の実施に

関する支援の状況

・保険者の実情に添った支援を実施して

いるか

・資格点検 保険者

・縦覧点検 保険者

・横覧点検 保険者

・調剤レセプトとの突合 保険者

・ 年度 回実施

・受託状況 保険者

・ 年度 項目、 年度 項目

（各連合会独自分を除く）

・保健師 名 （ 年 月設置）

②チェックリスト等の提

供

③レセプト点検研修等

④その他

(3) 保健事業支援

①支援体制

②支援状況

(4) 小規模保険者支援

(5) 広域化等支援方針を踏

・点検要領、事例集の作成配付（有・無）

・保険者への研修の実施状況

・研修の内容

① 後発医薬品差額通知の共同実施

② 在宅医療等推進支援事業支援の状況

③ 重複・頻回受診対策支援の状況

・支援体制の状況（保健師の設置、担当

職員の配置等）

・特定健康診査・特定保健指導の実施に

関する支援の状況

・保険者の実情に添った支援を実施して

いるか

・共同事務支援の内容

・資格点検 保険者

・縦覧点検 保険者

・横覧点検 保険者

・調剤レセプトとの突合 保険者

・ 年度 回実施

・受託状況 保険者

・保健師 名 （ 年 月設置）
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まえた共同事務支援

(6) 収納率向上アドバイザ

ーの活用

(7) その他

①広報

②財政診断

③貸付事業

３ 事務処理状況

・共同事務支援の内容

・アドバイザーの活動状況

・実施状況

・実施状況

・実施方法、実績

・都道府県の支援方法

① 総務（給与）

② 経理

・契約

・出納事務関係規程の整備及び遵守の

状況

・内部けん制等チェック体制の状況

・公印及び預金通帳等の保管・管理状

況

・資金運用の状況（会計口座間の資金

移動等）

・現金の保管状況（歳入歳出外現金（歳

・未実施の場合の理由

・給与・会計等の規定の整備状況及び規

定に基づいた事務処理の状況

まえた共同事務支援

(6) 収納率向上アドバイザ

ーの活用

(7) その他

①広報

②財政診断

③貸付事業

３ 事務処理状況

・アドバイザーの活動状況

・実施状況

・実施状況

・実施方法、実績

・都道府県の支援方法

① 総務（給与）

② 経理

・契約

・出納事務関係規程の整備及び遵守の

状況

・内部けん制等チェック体制の状況

・公印及び預金通帳等の保管・管理状

況

・資金運用の状況（会計口座間の資金

移動等）

・現金の保管状況（歳入歳出外現金（歳

・未実施の場合の理由

・給与・会計等の規定の整備状況及び規

定に基づいた事務処理の状況
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４ 保険者との連携

５ 審査支払手数料

６ その他

計外現金）の取扱い状況）

・内部自治監査又は外部監査（監査法

人等）の実施状況

・関係金融機関との連携の状況

・出納職員の人事異動サイクル

① 保険者支援・要望の把握

② 事業の充実

・審査の効率化による手数料の引き下げ

① 非会員保険者が審査委託できる環境

整備

② 審査の質の向上の推進

③ 不正及び事故防止対策

・複式簿記の導入などの検討

・診療報酬適正化連絡協議会の開催状況

・個人情報保護規定に基づく運用

（○○都道府県国保連合会指導監督調書 N/N）

４ 保険者との連携

５ 審査支払手数料

６ その他

計外現金）の取扱い状況）

・内部自治監査又は外部監査（監査法

人等）の実施状況

・関係金融機関との連携の状況

・出納職員の人事異動サイクル

① 保険者支援・要望の把握

② 事業の充実

・審査の効率化による手数料の引き下げ

① 非会員保険者が審査委託できる環境

整備

② 審査の質の向上の推進

③ 不正及び事故防止対策

・複式簿記の導入などの検討

・診療報酬適正化連絡協議会の開催状況

・個人情報保護規定に基づく運用

（○○都道府県国保連合会指導監督調書 N/N）
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３ 厚生労働省への報告 ３ 厚生労働省への報告
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厚生労働省保険局へ提出する報告書一覧

報 告 書 名
地方厚生局への

提出日
保険局への提出日

地方厚生局が行った指導監督実施状況報

告書

４月末日以降すみや

かに

都道府県が行った指導監督実施状況報

告書・指導監督実施状況報告書（平成

31年 1月 23日保国発0123第 2号国民健

康保険課長通知）

４月末日 ４月末日以降すみや

かに（都道府県から

の報告書の写し）

診療報酬明細書の点検調査に係る集団

指導の実施報告書（平成１０年５月１日

保険発第８１号国保課長通知）

５月３１日 ５月３１日以降すみ

やかに

国民健康保険保険者の赤字削減・解消計

画の策定等について(平成 31 年 1 月 29

日保国発 0129 第 2 号)による

(1) 赤字削減・解消計画書

(2) 実施状況報告書・変更計画書

(1) ４月末日

(2) ９月末日

都道府県から受理後

すみやかに（都道府

県からの計画書等の

写し）

厚生労働省保険局へ提出する報告書一覧

報 告 書 名
地方厚生局への

提出日
保険局への提出日

地方厚生局が行った指導監督実施状況報

告書

４月末日以降すみや

かに

都道府県が行った指導監督実施状況報

告書・指導監督実施状況報告書（平成

24 年 2 月 17 日保国発 0217 第 1

号国民健康保険課長通知）

４月末日 ４月末日以降すみや

かに（都道府県から

の報告書の写し）

診療報酬明細書の点検調査に係る集団

指導の実施報告書（平成１０年５月１日

保険発第８１号国保課長通知）

５月３１日 ５月３１日以降すみ

やかに
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別紙１

○○ 年度 指導監督実施状況報告書（都道府県・国保連合会）

１．指導監督実施状況

都道府県名
実 施

年月日

指 摘 事 項 指 摘

件 数
1 2 3 4 5 6 7 8 14 15（その他）

都 道 府 県 計

（その他）

（その他）

（その他）

（その他）

（その他）

国保連合会計

別紙１

平成 年度 指導監督実施状況報告書（都道府県・国保連合会）

１．指導監督実施状況

都道府県名
実 施

年月日

指 摘 事 項 指 摘

件 数
1 2 3 4 5 6 7 8 14 15（その他）

都 道 府 県 計

（その他）

（その他）

（その他）

（その他）

（その他）

国保連合会計

(注)１．本表は、助言・指導監督を実施した都道府県、国保連合会について作成すること。

２．指摘事項欄は、下記２の指摘事項の内容に該当する番号欄に指摘件数を記入すること。なお、その他については具体的に記入

すること。

３ この報告書には、「国民健康保険都道府県打合せ参考資料」のうち別添資料１「課題・問題点を抱えている保険者の状況」及び

別添資料２「積極的に事業を実施し効果を上げている保険者の状況」を添付すること。

地方厚生局名

(注)１．本表は、助言・指導監督を実施した都道府県、国保連合会について作成すること。

２．指摘事項欄は、下記２の指摘事項の内容に該当する番号欄に指摘件数を記入すること。なお、その他については具体的に記入

すること。

３ この報告書には、「国民健康保険都道府県打合せ参考資料」のうち別添資料１「課題・問題点を抱えている保険者の状況」及び

別添資料２「積極的に事業を実施し効果を上げている保険者の状況」を添付すること。

地方厚生局名
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２．指摘事項の内容

指 摘 事 項

都

道

府

県

１ 助言・指導監督対象保険者の選定方針に関すること

２ 理事者対策に関すること

３ 赤字保険者に対する助言に関すること

４ 財政安定化基金に関すること

５ 保険料(税)の設定に対する助言に関すること

６ 遡及適用、遡及賦課の助言に関すること

７ 未適用防止対策の助言に関すること

８ 居所不明被保険者の取扱の助言に関すること

９ 保険料（税）の徴収計画策定の助言に関すること

10 収納率の進行管理に関すること

11 滞納者対策の助言に関すること

12 レセプト点検（特に内容点検）の助言に関すること

13 重複･頻回受診者、重複･多剤投与者対策の助言に関すること

14 医療費通知に関すること

15 その他

連

合

会

１ 審査体制の改善を要するもの

２ 審査及び資金運用が不適切なもの

３ 共同事業の推進が不十分なもの

４ その他

２．指摘事項の内容

指 摘 事 項

都

道

府

県

１ 助言・指導監督対象保険者の選定方針に関すること

２ 理事者対策に関すること

３ 赤字保険者に対する助言に関すること

４ 基金の積立て等の助言に関すること

５ 賦課割合、賦課限度額の助言に関すること

６ 遡及適用、遡及賦課の助言に関すること

７ 未適用防止対策の助言に関すること

８ 居所不明被保険者の取扱の助言に関すること

９ 保険料（税）の徴収計画策定の助言に関すること

10 収納率の進行管理に関すること

11 滞納者対策の助言に関すること

12 レセプト点検（特に内容点検）の助言に関すること

13 重複、頻回受診者対策の助言に関すること

14 医療費通知に関すること

15 その他

連

合

会

１ 審査体制の改善を要するもの

２ 審査及び資金運用が不適切なもの

３ 共同事業の推進が不十分なもの

４ その他
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別紙２

○○ 年度 助言・指導監督実施状況報告書（市町村・国保組合）

１．助言・指導監督実施状況

都道府県名 保険者名
実 施

年月日

助言・指導監督

選 定 理 由
指 摘 事 項

指 摘

件 数

1 2 3 4 1 2 3 4 5 10 11（その他）

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

市 町 村 計

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

国 保 組 合 計

別紙２

平成 年度 助言・指導監督実施状況報告書（保険者）

１．助言・指導監督実施状況

都道府県名 保険者名
実 施

年月日

助言・指導監督

選 定 理 由
指 摘 事 項

指 摘

件 数

1 2 3 4 1 2 3 4 5 10 11（その他）

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

市 町 村 計

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

国 保 組 合 計

(注)１．本表は、助言・指導監督を実施した保険者について作成すること。

２．助言・指導監督選定理由欄は、「１.財政、２.収納率、３.レセプト点検、４.その他」の該当する番号欄に○印を付すること。

３．指摘事項欄は、下記４の指摘事項の内容に該当する番号欄に指摘件数を記入すること。なお、その他については具体的に記入

すること。

地方厚生局名

(注)１．本表は、助言・指導監督を実施した保険者について作成すること。

２．助言・指導監督選定理由欄は、「１.財政、２.収納率、３.レセプト点検、４.その他」の該当する番号欄に○印を付すること。

３．指摘事項欄は、下記４の指摘事項の内容に該当する番号欄に指摘件数を記入すること。なお、その他については具体的に記入

すること。

地方厚生局名



70

２．保険者に対する助言・指導監督の選定理由 ４．指摘事項の内容

選定理由別実施数 指 摘 事 項

財 政 収納率 レセ点 その他

保

険

者

１ 赤字削減･解消計画の実施等に関し改善を要するもの

市 町 村

２ 賦課限度額の改善を要するもの

３ 応能応益割合の改善を要するもの

国保組合

４ 医療費の実態の把握分析を要するもの

５ 診療報酬明細書の点検調査事務の改善を要するもの

計 ６ 保健事業の充実を要するもの

７ 滞納者の実態の把握分析を要するもの

８ 保険料（税）の徴収活動の改善を要するもの

９ 資格証明書、短期被保険者証の取扱の改善等を要するもの

10 適用事務の改善を要するもの(遡及適用、早期適用等)

11 その他

３．上記２.の「その他」の内訳（再掲）

適正賦課 適 用 高医療 保健事業 その他

市 町 村

国保組合

２．保険者に対する助言・指導監督の選定理由 ４．指摘事項の内容

選定理由別実施数 指 摘 事 項

財 政 収納率 レセ点 その他

保

険

者

１ 赤字解消計画の実施等に関し改善を要するもの

市 町 村

２ 賦課限度額の改善を要するもの

３ 応能応益割合の改善を要するもの

国保組合

４ 医療費の実態の把握分析を要するもの

５ 診療報酬明細書の点検調査事務の改善を要するもの

計 ６ 保健事業の充実を要するもの

７ 滞納者の実態の把握分析を要するもの

８ 保険料（税）の徴収活動の改善を要するもの

９ 資格証明書、短期被保険者証の取扱の改善等を要するもの

10 適用事務の改善を要するもの(遡及適用、早期適用等)

11 その他

３．上記２.の「その他」の内訳（再掲）

適正賦課 適 用 高医療 保健事業 その他

市 町 村

国保組合
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別紙３

○○ 年度 一般指導監督実施状況報告書

１．一般指導監督

保険者

番 号
保険者名

実 施

年月日

指 摘 事 項 指 摘

件 数1 2 3 4 5 6 7 16 17（その他）

市 町 村 計

国 保 組 合 計

国 保 連 合 会 計 （その他）

別紙３

平成 年度 一般指導監督実施状況報告書

１．一般指導監督

保険者

番 号
保険者名

実 施

年月日

指 摘 事 項 指 摘

件 数1 2 3 4 5 6 7 16 17（その他）

市 町 村 計

国 保 組 合 計

国 保 連 合 会 計 （その他）

(注)１．本表は、一般指導監督を実施した保険者等について作成すること。

２．指摘事項欄は、下記３の指摘事項の内容に該当する番号欄に指摘件数を記入すること。なお、その他については具体的に記入

すること。

都道府県番号 都道府県名

(注)１．本表は、一般指導監督を実施した保険者等について作成すること。

２．指摘事項欄は、下記３の指摘事項の内容に該当する番号欄に指摘件数を記入すること。なお、その他については具体的に記入

すること。

都道府県番号 都道府県名
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２．一般指導監督の実施状況 ３．指摘事項の内容

保 険 者 数 等 指 摘 事 項

全保険者数等 実施数

保

険

者

１ 事務執行体制の改善を要するもの

保

険

者

市町村 ２ 予算編成・執行が不適正なもの

国保組合 ３ 赤字削減･解消計画の実施等に関し改善を要するもの

計 ４ 医療費の増嵩が著しいので、その適正化を要するもの

国保連合会 ５ 医療費の実態の把握分析を要するもの

合 計 ６ 診療報酬明細書の点検調査事務の改善を要するもの

７ 医療費通知の改善を要するもの

８ 保健事業の充実を要するもの

９ 保険料（税）の賦課が適正でないもの

10 保険料（税）の収納率が低いので（低下が著しいので）、その向

上を要するもの

11 適用事務の改善を要するもの（12に該当するものを除く）

12 適用事務の改善を要するもの（退職者医療制度に関するもの）

13 広報活動の充実を要するもの

14 国庫補助金の申請事務が不適正なもの

15 保険給付事務処理が不適正なもの

16 第三者行為求償事務が不適正なもの

17 その他

連

合

会

１ 審査体制の改善を要するもの

２ 支払及び資金運用が不適正なもの

３ 共同事業の推進が不十分なもの

４ その他

２．一般指導監督の実施状況 ３．指摘事項の内容

保 険 者 数 等 指 摘 事 項

全保険者数等 実施数

保

険

者

１ 事務執行体制の改善を要するもの

保

険

者

市町村 ２ 予算編成・執行が不適正なもの

国保組合 ３ 赤字解消計画の実施等に関し改善を要するもの

計 ４ 医療費の増嵩が著しいので、その適正化を要するもの

国保連合会 ５ 医療費の実態の把握分析を要するもの

合 計 ６ 診療報酬明細書の点検調査事務の改善を要するもの

７ 医療費通知の改善を要するもの

８ 保健事業の充実を要するもの

９ 保険料（税）の賦課が適正でないもの

10 保険料（税）の収納率が低いので（低下が著しいので）、その向

上を要するもの

11 適用事務の改善を要するもの（12に該当するものを除く）

12 適用事務の改善を要するもの（退職者医療制度に関するもの）

13 広報活動の充実を要するもの

14 国庫補助金の申請事務が不適正なもの

15 保険給付事務処理が不適正なもの

16 第三者行為求償事務が不適正なもの

17 その他

連

合

会

１ 審査体制の改善を要するもの

２ 支払及び資金運用が不適正なもの

３ 共同事業の推進が不十分なもの

４ その他
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別紙４

○○ 年度 特別助言・指導監督実施状況報告書

１．特別指導監督実施状況

保険者

番 号
保険者名

実 施

年月日

特別助言・指導監督

選 定 理 由
指 摘 事 項

指 摘

件 数

1 2 3 4 1 2 3 4 5 10 11（その他）

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

市 町 村 計

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

国 保 組 合 計

別紙４

平成 年度 特別助言・指導監督実施状況報告書

１．特別指導監督実施状況

保険者

番 号
保険者名

実 施

年月日

特別助言・指導監督

選 定 理 由
指 摘 事 項

指 摘

件 数

1 2 3 4 1 2 3 4 5 10 11（その他）

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

市 町 村 計

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

国 保 組 合 計

(注)１．本表は、特別助言・指導監督を実施した保険者について作成すること。

２．特別助言・指導監督選定理由欄は、「１.財政、２.収納率、３.レセプト点検、４.その他」の該当する番号欄に○印を付すこと。

３．指摘事項欄は、下記４の指摘事項の内容に該当する番号欄に指摘件数を記入すること。なお、その他については具体的に

記入すること。

都道府県番号 都道府県名

(注)１．本表は、特別助言・指導監督を実施した保険者について作成すること。

２．特別助言・指導監督選定理由欄は、「１.財政、２.収納率、３.レセプト点検、４.その他」の該当する番号欄に○印を付すこと。

３．指摘事項欄は、下記４の指摘事項の内容に該当する番号欄に指摘件数を記入すること。なお、その他については具体的に

記入すること。

都道府県番号 都道府県名
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２．特別指導監督の選定理由 ４．指摘事項の内容

選定理由別実施数 指 摘 事 項

財 政 収納率 レセ点 その他

保

険

者

１ 赤字削減･解消計画の実施等に関し改善を要するもの

市 町 村

２ 賦課限度額の改善を要するもの

３ 応能応益割合の改善を要するもの

国保組合

４ 医療費の実態の把握分析を要するもの

５ 診療報酬明細書の点検調査事務の改善を要するもの

計 ６ 保健事業の充実を要するもの

７ 滞納者の実態の把握分析を要するもの

８ 保険料（税）の徴収活動の改善を要するもの

９ 資格証明書、短期被保険者証の取扱の改善等を要するもの

10 適用事務の改善を要するもの(遡及適用、早期適用等)

11 その他

３．上記２.の「その他」の内訳（再掲）

適正賦課 適 用 高医療 保健事業 その他

市 町 村

国保組合

２．特別指導監督の選定理由 ４．指摘事項の内容

選定理由別実施数 指 摘 事 項

財 政 収納率 レセ点 その他

保

険

者

１ 赤字解消計画の実施等に関し改善を要するもの

市 町 村

２ 賦課限度額の改善を要するもの

３ 応能応益割合の改善を要するもの

国保組合

４ 医療費の実態の把握分析を要するもの

５ 診療報酬明細書の点検調査事務の改善を要するもの

計 ６ 保健事業の充実を要するもの

７ 滞納者の実態の把握分析を要するもの

８ 保険料（税）の徴収活動の改善を要するもの

９ 資格証明書、短期被保険者証の取扱の改善等を要するもの

10 適用事務の改善を要するもの(遡及適用、早期適用等)

11 その他

３．上記２.の「その他」の内訳（再掲）

適正賦課 適 用 高医療 保健事業 その他

市 町 村

国保組合
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様式
都道府県名：

給付
発生
原因

給付
制限
該当

調剤
報酬
突合

点数
表の
照合

検算
縦覧

点検

縦覧点検
実施時の
配列方法

実施計画前
の点検率○

専 任
人日数

兼 任
人日数

経験者
人日数

その他
人日数

実施計画前
の点検率○

専 任
人日数

兼 任
人日数

経験者
人日数

その他
人日数

実施計画前
の点検率○

専 任
人日数

兼 任
人日数

経験者
人日数

その他
人日数

（様式記載上の注意事項）
１ 「保険者名」欄は、集団指導の対象となった保険者全てについて記載すること。
２ 「集団指導の対象とした理由」欄は、集団指導実施要領２の（１）の該当している事項を記載すること。
３ 「出席者（役職）」欄は、集団指導に出席した者の氏名及び役職を記載すること。
４ 「内容点検効果割合」欄は、実施報告書提出年度の前年度及び前々年度の内容点検に係る効果割合を記載すること。
５ 「事項別実施状況」欄の各欄は、当該年度を実施計画策定の前後に区分けし、各点検事項ごとに実施した点検率を記載すること。

また、現在行っている縦覧点検実施時のレセプトの配列方法について、当該欄に具体的に記載すること。
６ 「事務処理体制」欄は、集団指導の指導前及び指導後に区分して、レセプト点検調査に従事している者の数及び一人当たりの月間点検日数を記載すること。

また、外部に委託している場合は、外部委託欄に○印を付し、（ ）内に業者名を記載すること。
７ 「集団指導後の改善事項」欄は、点検対象枚数の拡大、縦覧点検等の点検事項の範囲の拡大内容及びその拡大に基づく点検体制の整備について、具体的に記載すること。

保険者名
集団指導の対象
とした理由○○

出 席 者
（役職）

内容点検の
効果割合○

（％）

前年度○

前々年度

集団指導後の改善事項

診療報酬明細書の点検調査に係る集団指導の実施報告書
（集散指導実施 年 月 日）

区 分

事 項 別 実 施 状 況

事務処理体制（人・１人当たり日数）
正 職 員 嘱 託 職 員 外部委託

（業者名）

実施計画前
の点検率○

実施計画前
の状況○○

． ． ． ．
（ ）

実施計画後
の状況○○

． ． ． ．
（ ）

前年度○

前々年度
実施計画前
の点検率○

事務処理体制（人・１人当たり日数）
正 職 員 嘱 託 職 員 外部委託

（業者名）

実施計画前
の状況○○

． ． ． ．
（ ）

実施計画後
の状況○○

． ． ． ．
（ ）

前年度○

前々年度
実施計画前
の点検率○

事務処理体制（人・１人当たり日数）
正 職 員 嘱 託 職 員 外部委託

（業者名）

実施計画前
の状況○○

． ． ． ．
（ ）

実施計画後
の状況○○

． ． ． ．
（ ）

様式
都道府県名：

給付
発生
原因

給付
制限
該当

調剤
報酬
突合

点数
表の
照合

検算
縦覧

点検

縦覧点検
実施時の
配列方法

実施計画前
の点検率○

専 任
人日数

兼 任
人日数

経験者
人日数

その他
人日数

実施計画前
の点検率○

専 任
人日数

兼 任
人日数

経験者
人日数

その他
人日数

実施計画前
の点検率○

専 任
人日数

兼 任
人日数

経験者
人日数

その他
人日数

（様式記載上の注意事項）
１ 「保険者名」欄は、集団指導の対象となった保険者全てについて記載すること。
２ 「集団指導の対象とした理由」欄は、集団指導実施要領２の（１）の該当している事項を記載すること。
３ 「出席者（役職）」欄は、集団指導に出席した者の氏名及び役職を記載すること。
４ 「内容点検効果割合」欄は、実施報告書提出年度の前年度及び前々年度の内容点検に係る効果割合を記載すること。
５ 「事項別実施状況」欄の各欄は、当該年度を実施計画策定の前後に区分けし、各点検事項ごとに実施した点検率を記載すること。

また、現在行っている縦覧点検実施時のレセプトの配列方法について、当該欄に具体的に記載すること。
６ 「事務処理体制」欄は、集団指導の指導前及び指導後に区分して、レセプト点検調査に従事している者の数及び一人当たりの月間点検日数を記載すること。

また、外部に委託している場合は、外部委託欄に○印を付し、（ ）内に業者名を記載すること。
７ 「集団指導後の改善事項」欄は、点検対象枚数の拡大、縦覧点検等の点検事項の範囲の拡大内容及びその拡大に基づく点検体制の整備について、具体的に記載すること。

保険者名
集団指導の対象
とした理由○○

出 席 者
（役職）

内容点検の
効果割合○

（％）

前年度○

前々年度

集団指導後の改善事項

診療報酬明細書の点検調査に係る集団指導の実施報告書
（集散指導実施 年 月 日）

区 分

事 項 別 実 施 状 況

事務処理体制（人・１人当たり日数）
正 職 員 嘱 託 職 員 外部委託

（業者名）

実施計画前
の点検率○

実施計画前
の状況○○

． ． ． ．
（ ）

実施計画後
の状況○○

． ． ． ．
（ ）

前年度○

前々年度
実施計画前
の点検率○

事務処理体制（人・１人当たり日数）
正 職 員 嘱 託 職 員 外部委託

（業者名）

実施計画前
の状況○○

． ． ． ．
（ ）

実施計画後
の状況○○

． ． ． ．
（ ）

前年度○

前々年度
実施計画前
の点検率○

事務処理体制（人・１人当たり日数）
正 職 員 嘱 託 職 員 外部委託

（業者名）

実施計画前
の状況○○

． ． ． ．
（ ）

実施計画後
の状況○○

． ． ． ．
（ ）
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